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概 要 
日本経済は、2012年末を境に上昇局面へ転じている。今景気局面における企業収益は、堅調な足どりの世界
経済によって過去最高の水準となり、生産年齢人口が減少しているにも関わらず、就業者数が増加するなど所
得や雇用の側面で経済の好循環が実現している。一方、中小企業においては人手不足や労働生産性の伸び悩み、
後継者不在等の先行き不透明感といった課題が懸念されている。今後、さらなる人口減少が見込まれる中、日
本経済の成長のためには、中小企業が労働生産性を向上させ、稼ぐ力を強化していくことが必要である。 
このような状況にもかかわらず、労働生産性を向上させている中小企業の事例がある。それら企業の特徴は、
経営理念を浸透および継続・徹底することによって、生産性向上を実現させていることであった。筆者は中小
企業の経営者として 20年間、製造業の経営に携わっており、喫緊の課題は生産性向上であると認識している。 
これらの背景から、本稿の目的はどうしたら経営理念の浸透および継続・徹底させることができるかを明ら
かにすることである。そのため、事例研究を通じて考察を行なった。 
先ず、先行研究はイノベーション、経営理念、企業文化の 3つの観点から整理した。その結果、経営理念を
浸透させることの重要性については明らかになっているが、どうやって経営理念を浸透および継続・徹底する
かについては明らかにされていないことが確認された。 
次に、経営理念の浸透を実現させるための仮説フレームを構築し、これを基に対象企業の経営者に対して、
セミ・ストラクチャード方式のインタビュー調査を実施し、仮説の検証を行った。対象企業は、経営理念の浸
透および継続・徹底をしっかりと見据えて理念経営を実践し、それらの取り組みを社内のみならず社外へも明
確に発信している企業で、製造業を中心に選定した。 
最後に、考察および仮説の修正を行った。 
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考察の結果、以下の 4つが確認された。 
第一に、経営理念と価値提案を明確にする。さらに全員参加でつくることができれば浸透において有効にな
る。 
第二に、利害関係者を身近に感じる機会を設ける。これが浸透のトリガーになるため、最も重要な STEP に
なる。さらに全員参加で機会を設けることができれば有効になる。 
第三に、価値提案をした後、利害関係者からフィードバックされる仕組みを作り、それをループさせる。特
に家族と地域社会を巻きこんで、従業員のホスピタリティーを醸成し、情緒的価値につながる期待以上の価値
を提案する。 
第四に、経営理念と価値提案が従業員の満足度、さらに幸せにつながるようにする。これが経営理念の浸透
における試金石となる。 
本研究から得られた主要な示唆は、経営理念を浸透および継続・徹底させることによって、中小企業が飛躍
的に生産性向上を実現するための理念経営戦略の必要性である。ゆえに、理念経営戦略の必要性が中小企業の
生産性向上に対して、一つの方向性を示すことができれば幸いである。  
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 序論 第１章
第一節 研究の背景と目的 
 安倍政権が「生産性革命」の旗を掲げたことによって、あらためて生産性向上に対する
関心が高まっている。日本生産性本部によると、日本の労働生産性は主要 7 カ国(G7)にお
いてデータが取得可能な 1970 年以降、最下位の状況が続いている(1)。このような状況にも
関わらず生産性向上について、とりわけ注意が向けられてこなかったことは、多くの議論
を呼び起こしている。 
 2018 年の中小企業白書によると、2016 年度の大企業製造業の労働生産性は、2009 年度
と比較して 32.1%増加している。一方、中小企業の製造業においては、9.6%の増加にとど
まっており、大企業との格差は拡大している(2)。つまり中小企業の労働生産性の伸び悩み
が深刻であることは言うまでもない。 
 筆者は中小企業の経営者として 20 年間、製造業の経営に携わっており、喫緊の課題は生
産性向上であると認識している。この課題を解決するために筆者は、組織構造や戦略、制
度などの改革に取り組んできた。しかしながら、経営者一人の力では、取り組んだ改革を
成果に結びつけることは困難であった。改革を成果に結びつけるためには、従業員全員が
自発的、積極的に改革へ取り組む姿勢をもつことが重要である。すなわち、イノベーティ
ブな組織(3)をつくることが必要である。仮にイノベーティブな組織をつくったとしても、
それを継続することができなければ、いつか競争力は失われ、生き残っていくことはでき
ない。つまり、イノベーティブな組織をつくり、かつ継続していく必要がある。イノベー
ティブな組織をつくり継続していくためには、しっかりとした経営理念をつくり、浸透お
よび継続・徹底することが重要であると考えている。このような背景から本稿では、経営
理念とその継続性について考えてみる。 
 本稿の目的は、どうしたら経営理念の浸透および継続・徹底させることができるかを明
らかにすることである。 
 先行研究は、イノベーション、経営理念、企業文化の 3 つの観点から確認し、学術的な
視点を踏まえ、事例研究を通じて考察し、本稿の目的を明らかにしていく。加えて、中小
企業の経営者に対して理念経営戦略の必要性を提言していく。 
                                                     
(1) 公益財団法人日本生産性本部の調査研究「日本の生産性の動向 2018」より 
(2) 2018 年度版「中小企業白書」第 3 章中小企業の労働生産性 第 1 節中小企業の労働生産性の変化.p57 より 
(3) 本稿におけるイノベーティブな企業とは、従業員全員が自発的、積極的に改革へ取り組む姿勢をもつ組織。 
6 
 
 
第二節 リサーチクエスチョン 
 本稿におけるリサーチクエスチョンについて説明する。 
 リサーチクエスチョンは 3 つのレベルが存在する。以下にリサーチクエスチョンをブレ
イクダウンしていくプロセスを説明する。 
 はじめに、なぜ生産性が低いのかという大きな問いがある。この生産性が低い理由は、
イノベーティブな組織ではないからだと考える。 
 次に、どうしたらイノベーティブな組織をつくることができるかという問いができる。
このイノベーティブな組織を構築するためには、しっかりとした経営理念をつくり、浸透
および継続・徹底させる仕組みを構築する必要があるのではないかと考える。 
 最後に、しっかりとした経営理念をつくったとしても、つくるだけでは必ずしも生産性
は向上しない。したがって、しっかりとした経営理念をつくることより、浸透および継続・
徹底することの方が重要ではないかという問いが導き出される。それゆえ、これを本稿の
リサーチクエスチョンとし「どうしたら経営理念の浸透および継続・徹底させることがで
きるか」とする。 
 
第三節 本論文の構成 
 本稿の以降の構成は、以下の通りである。 
 第 2 章では、先ず中小企業を中心に生産性の現状と課題を分析する。次に製造業の生産
性について、大企業と中小企業との比較、国際比較を確認する。最後に、生産性の類型化
と特徴について分析する。 
 第 3 章では、イノベーション、経営理念、企業文化の 3 つの観点から先行研究を確認し、
本研究の立脚点を確立する。 
 第 4 章では、本稿のリサーチクエスチョンと先行研究レビューの差分から検討課題を導
出し、初期仮説を提示する。加えて、考察の視点と範囲、検証対象企業、研究方法につい
て説明する。 
 第 5 章では、インタビュー及び事例研究について、仮説検証による考察を述べる。 
 第 6 章では、仮説検証による考察によって明らかにしたことを踏まえ仮説の修正を行う。 
 第 7 章では、本稿の結論、および中小企業の経営者に対して実践的で役立つ提言をし、
今後の課題を述べる。 
 第 8 章では、自社での実践をスケジュールとともに提示し、本稿の結びとする。 
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 中小企業における生産性の現状と課題 第２章
 本章では、製造業における中小企業の生産性の現状と課題を、以下の 3 つの視点から考
察する。一つ目は企業規模別の生産性、二つ目は諸外国との国際比較、三つ目は生産性の
類型化と特徴である。中小企業白書(4)やものづくり白書(5)を参考にして以下に整理する。 
 
第一節 中小企業の動向 
 はじめに、企業数の推移を確認する。図表 2-1-1 は、企業規模別企業数の推移を示した
ものである。2018 年度版中小企業白書によると、中小企業の数は、2014 年時点で約 381
万者と企業全体の 99.7%を占めており、従業員数は約 3,361 万人と雇用全体の約 7 割を創
出している。 
図表 2-1-1 企業規模別企業数の推移 
 
資料：総務省「平成 11年、13年、16年、18年事業所・企業統計調査」、「平成 21年、26年経済センサス-基礎調査」、総務省・経済産業省「平成 24年経済センサス
-活動調査」再編加工 
(注)1.企業数＝全者数+個人事業者数とする。2.経済センサスでは、商業・法人登記等の行政記録を活用して、事業所・企業の補足範囲を拡大しており、本紙等の事
業主が支所等の情報も一括して報告する本社等一括調査を実施しているため、「事業所・企業統計調査」による結果と単純に比較することは適切ではない。 
（出所）2018年度版中小企業白書 第 2章中小企業の構造分析 
  
                                                     
(4) 中小企業白書とは、中小企業庁が公表している中小企業基本法第十一条に基づく年次報告書のことである。 
(5) ものづくり白書とは、経済産業省が公表しているものづくり基盤技術振興基本法第八条に基づく年次報告書
のことである。 
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 次に、業種別にみた企業数を確認する。図表 2-1-2 は 9 つの業種に分けて企業数の推移
を示したものである。これによると、製造業における企業数は 1999 年から 2014 年にかけ
て著しく減少していることがわかる。 
 
図表 2-1-2 業種別企業数の推移 
 
資料：総務省「平成 11年、13年、16年、18年事業所・企業統計調査」、「平成 21年、26年経済センサス－基礎調査」、総務省・経済産業 
省「平成 24年経済センサス－活動調査」再編加工 
（注）1．企業数＝会社数＋個人事業者数とする。 
2．経済センサスでは、商業・法人登記等の行政記録を活用して、事業所・企業の補足範囲を拡大しており、本社等の事業主が支所等の情報 
も一括して報告する本社等一括調査を実施しているため、「事業所・企業統計調査」による結果と単純に比較することは適切ではない。 
（出所）2018年度版中小企業白書 第 2章中小企業の構造分析 
 
 一方、日本経済をみると 2012 年末を境に持ち直しの動きに転じており、現在の景気回復
の長さはいざなぎ景気(1695 年 11 月～1970 年 7 月)を超え、戦後最長の景気拡張期となっ
た第 14 循環の景気拡張期(2002 年 2 月～2008 年 2 月)に次ぐ長さとなった可能性がある。
今景気回復局面において、堅調な足どりの世界経済によって企業の収益は、過去最高の水
準となり、生産年齢人口が減少しているにも関わらず、就業者数が増加するなど所得や雇
用の側面で経済の好循環が実現している。 
 これらの理由から中小企業においても、経常利益が過去最高水準となるなど、取り巻く
状況は改善傾向にある。にもかかわらず、中小企業は労働生産性の伸び悩み、人手不足の
深刻化等の課題も抱えている。今後、更なる人口減少が見込まれる中、日本経済の成長の
ためには、中小企業が労働生産性を向上させ、稼ぐ力を強化することが必須である。 
 そこで、次項では 2018 年度版中小企業白書を基に、中小企業の労働生産性に着目し、企
業規模別の生産性を比較し分析する。 
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第二節 製造業における企業規模別の生産性の比較 
 はじめに、企業規模別従業員一人当たりの付加価値額(労働生産性)の推移を示している
図表 2-2-1 を確認する。 
 
図表 2-2-1 企業規模別従業員一人当たり付加価値額（労働生産性）の推移 
 
資料：財務省「法人企業統計調査年報」 
（注）1．ここでいう大企業とは資本金 10億円以上、中小企業とは資本金 1億円未満の企業とする。 
2．平成 18年度調査以前は付加価値額＝営業純益（営業利益－支払利息等）＋役員給与＋従業員給与＋福利厚生費＋支払利息等＋動産・不動産賃借料＋租税公課と
し、平成 19年度調査以降はこれに役員賞与、及び従業員賞与を加えたものとする。 
（出所）2018年度版中小企業白書 第 3章中小企業の労働生産性 
 
 大企業を見ると、2008 年と 2009 年のリーマンショック前後で大きく減少したが、その
後は緩やかに回復している。2009 年の 999 万円から 2016 年の 1320万円へ 321 万円(+32.1%)
増加している。一方、中小企業を見ると、2003 年から 2016 年の間は、ほぼ横ばいで推移
している。2009 年の 501 万円から 2016 年の 549 万円へ 48 万円(+9.6%)増加している。特
に 2009 年以降を比較すると、従業員一人当たりの付加価値額(労働生産性)の格差は広がっ
ている。このことから中小企業の課題は生産性向上であることがわかる。 
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 次に、企業規模別の時間当たりの労働生産性について業種別に示している図表 2-2-2 を
確認する。 
 
図表 2-2-2 企業規模別の時間当たり労働生産性の水準 
 
資料：経済産業省「企業活動基本調査」、厚生労働省「賃金構造基本統計調査」再編加工 
（注）1．2015年度における労働時間 1時間当たりの付加価値額を示している。 
2．付加価値額＝営業利益＋（給与総額＋福利厚生費）＋動産・不動産貸借料＋租税公課＋減価償却費 
（出所）2018年度版中小企業白書 第 3章中小企業の労働生産性 
 
 ここに示されている全ての業種において、中小企業における時間当たり労働生産性の水
準が、大企業と比較して低いことがわかる。 
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 次に、時間当たり労働生産性と一人当たり労働生産性の違いを比較するため、大企業の
労働生産性を 100 として中小企業の労働生産性を基準化したものを示した図表 2-2-3 を確
認する。 
 
図表 2-2-3 時間当たり労働生産性・一人当たり労働生産性別に見た大企業と中小企業の
労働生産性の格差 
 
資料：経済産業省「企業活動基本調査」、厚生労働省「賃金構造基本統計調査」再編加工 
（注）2015年度における労働時間 1時間当たりの付加価値額と従業員一人当たりの付加価値額について、 
それぞれの業種毎に大企業の労働生産性を 100として中小企業の労働生産性を指数化している。 
（出所）2018年度版中小企業白書 第 3章中小企業の労働生産性 
 
 目立った差は見られないものの、ここに示した 7 業種のうち 6 業種において、時間当た
りの労働生産性の方が大企業との差が大きくなっていることがわかる。特に製造業におい
て大企業の労働生産性が 100 に対し、中小企業の時間当たり生産性が 56.0、一人当たり労
働生産性は 56.8 と約半分しかない。この原因としていくつかのことが考えられるが、中小
企業がイノベーティブな組織になり飛躍的な生産性の向上が求められることは言うまでも
ない。これらのことから、中小企業と大企業の労働生産性の格差については、時間当たり
労働生産性で見た場合にも確認された。多くの業種で、一人当たり労働生産性で見た場合
に比べて、時間当たり労働生産性で見た場合の方が、その格差は大きくなっていることが
わかった。したがって、中小企業が生産性向上に向けた取り組みを進めていくに当っては、
時間当たりの労働生産性を一層意識していくことが喫緊の課題である。 
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第三節 諸外国との国際比較 
 次に、国際比較を確認する。2016 年の OECD 加盟諸国中における日本の労働生産性、
及び 2010 年から 2016 年の労働生産性の平均上昇率の国際比較を示したのが、図表 2-3-1
である。 
 
図表 2-3-1 OECD加盟諸国の労働生産性 
 
資料：日本生産性本部「日本の生産性の動向 2017年版」 
（注）1．全体の労働生産性は、GDP/就業者数として計算し、購買力平価（PPP）により USドル換算している。 
2．計測に必要な各種データには OECDの統計データを中心に各国統計局等のデータが補完的に用いられている。 
（出所）2018年度版中小企業白書 第 3章中小企業の労働生産性 
 
 まず労働生産性について見ると、日本は 81,777US ドルの 21 位で、OECD の平均より低
く、1 位のアイルランドの約半分の水準である。次に、労働生産性の平均上昇率について
も、日本は 0.6%の 22 位で、平均を下回っている。これらのことから、日本の労働生産性
は OECD の平均より低いことに加えて、平均上昇率も平均より低いことがわかる。した
がって、国際比較した場合においても、日本として労働生産性向上に取組むことが喫緊の
課題であると言える。 
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第四節 生産性の類型化と特徴 
 はじめに、2018 年度版中小企業白書が企業の生産性の変化を 6 つの領域に分類した図表
2-4-1 を確認する。図表 2-4-1 は、2006 年から 10 年間における中小企業の従業員数、付加
価値額(6)及び、労働生産性(7)の変化に着目し、横軸は従業員数の変化率、縦軸は付加価値額
の変化率、45 度線は労働生産性向上の区分、これらの 3 軸によって、企業の生産性の変化
を 6 つの領域に分類している。（企業活動基本調査(8)のデータ約 1 万 1 千件を使用） 
 
図表 2-4-1 生産性変化の類型化（6類型） 
 
（出所）2018年度版中小企業白書 第 3章中小企業の労働生産性 
 
 領域①の「効率的成長」は、従業員、付加価値額ともに増加させることに加えて、従業
員数の伸び率以上に付加価値額の伸び率が上回っている状態であり、労働生産性が向上し
ている領域である。つまり領域①の「効率的成長」に分類される企業は、従業員規模を拡
大しながら労働生産性を向上させており、健全な企業成長ができていると言うことができ
る。 
 領域②の「効率化」は、従業員数の伸び率は減少させているが付加価値額の伸び率は増
加させているため、労働生産性が向上している領域である。今後、労働人口が減少してい
                                                     
(6) 付加価値額=営業利益+(給与総額+福利厚生費)+動産不動産賃借料+租税公課+減価償却費 
(7) 労働生産性=付加価値額/従業員数 
(8) 企業活動基本調査は経済産業省が実施しており従業者 50人かつ資本金 3,000万円以上の会社が対象である。
2006年から 2015年の企業データをパネル化して分析を行った。 
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くことが予想され、従業員数を増加させることが難しくなる経営環境下において、一つの
選択肢になる領域と言うことができる。 
 領域③の「縮小」は、従業員数、付加価値額ともに減少しているが、従業員数の減少率
ほど付加価値額の減少率が大きくない領域である。結果として、労働生産性が向上してい
る領域である。 
 以上の 3 つが、労働生産性を向上させている領域である。続いて、労働生産性が減少し
ている領域について説明する。 
 領域④の「衰退」は、従業員数の減少以上に付加価値額の減少率が大きく、労働生産性
が低下している領域である。企業継続の観点からみると、望ましい状態とはいえない領域
である。 
 領域⑤の「非効率化」は、従業員数は増加しているものの付加価値額が減少しており、
労働生産性が低下している領域である。従業員数に見合った付加価値額を創出することが
できれば、労働生産性を向上させている領域へ向かうことが期待できると言える。 
 領域⑥の「非効率的成長」は、従業員数、付加価値額ともに増加しているが、従業員数
の増加率の方が付加価値額の増加率より大きく、労働生産性が低下している領域である。
言い換えると、従業員数の増加に見合った付加価値額の創出ができていない領域というこ
とができる。 
 以上の 3 つが生産性を低下させている領域である。 
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 次に、図表 2-4-2 は、2006 年から 2015 年の 2 時点間における中小企業の生産性変化の散
布図である。 
 
図表 2-4-2 生産性変化の 6類型の分布（中小企業） 
 
資料：経済産業省「企業活動基本調査」再編加工 
（注）1．平成 19年企業活動基本調査から平成 28年企業活動基本調査時点まで存続を続けており、平成 28年企業活動基本調査の時点で中小企業基本法の中小企業
の定義を満たしている企業について集計している。 
2．一部を拡大して作図している（－200％～ 300％の範囲外は捨像している）。 
 
（出所）2018年度版中小企業白書 第 3章中小企業の労働生産性 
 
 健全な企業成長ができている領域①「効率的成長」の企業数の割合は、約 21.2%であり、
従業員数を増加させながら労働生産性を向上させたことがわかる。それに対し、従業員数
の減少率以上に付加価値額を減少させた領域④「衰退」は、約 25.3%も存在しており、6
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類型の中で一番比率が高いことがわかる。このことから中小企業において、雇用を創出し、
それに見合った付加価値額の伸びを実現することは難しいことがわかる。それゆえこれら
の課題をいち早く解決しなければならないことは言うまでもない。 
 続いて、図表 2-4-3 は、同期間(2006 年から 2015 年の 2 時点間)において、大企業と中小
企業の生産性変化 6 類型の比率を算出し、図表 2-4-1 の中小企業の比率と比較をしたもの
である。 
 領域①「効率的成長」や領域⑥「非効率的成長」は大企業の方が高く、領域④「衰退」
は、中小企業の方が高いことがわかる。 
 
図表 2-4-3 生産性変化 6類型の各比率の比較 
 
資料：経済産業省「企業活動基本調査」再編加工 
（注）平成 19年企業活動基本調査から平成 28年企業活動基本調査時点まで存続を続けており、平成 28年企業活動基本調査の時点で中小企業 
基本法の中小企業の定義を満たしている企業について集計している。 
（出所）2018年度版中小企業白書 第 3章中小企業の労働生産性 
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 次に、図表 2-4-4 は生産性変化の 6 類型について業種別の構成比を表したものである。
製造業を見ると、領域①の「効率的成長」は 19.9%となっており他業種と比較しても、低
い値となっている。 
 
図表 2-4-4 生産性変化の 6類型の業種別比率（中小企業） 
 
資料：経済産業省「企業活動基本調査」再編加工 
（注）平成 19年企業活動基本調査から平成 28年企業活動基本調査時点まで存続を続けており、平成 28年企業活動基本調査の時点で中小企業基本法の中小企業の定
義を満たしている企業について集計している。 
(出所) 2018年度版中小企業白書 第 3章中小企業の労働生産性 
 
第五節 小括 
 これらのデータを整理すると、以下の 3 つが確認できる。 
 一つ目は、図表 2-2-1 から中小企業全体の労働生産性は伸び悩んでおり、大企業との格
差が広がっていることがわかる。二つ目は、図表 2-4-2 から個々の企業で見た場合にも、
中小企業は大企業と比較して、労働生産性を低下させている企業の比率が高くなっている
ことがわかる。三つ目は、図表 2-4-4 から効率的成長を遂げている製造業は、他業種と比
較しても少ないことがわかる。これらのことから、中小企業の喫緊の課題は生産性を向上
させることだと確認することができる。 
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 先行研究 第３章
 本章において先行研究の確認は、以下の 3 つの範囲について行う。第一節はイノベーショ
ンについて、第二節は経営理念について、第三節は企業文化についてである。第 1 章第二
節で述べた、中小企業はなぜ生産性が低いのか、どうしたらイノベーティブな企業をつく
ることができるか、どうしたら経営理念の浸透および継続・徹底させることができるか、
というリサーチクエスチョンに対し、3 つの範囲について先行研究を確認し、本研究の検
討課題を導出する。 
 
第一節 イノベーションに関する先行研究 
 本節では、イノベーションの観点から先行研究を確認する。 
 まず、Christensen ら(2012)は『イノベーションの DNA』(9)の中で、イノベーションを
産み出す手法として、5 つのスキルの重要性を指摘している。これら 5 つのスキルは、4
つの行動的スキルと 1 つの認知的スキルから構成されており、行動的スキルとして、「質問
力」、「観察力」、「ネットワーク力」、「実験力」、認知的スキルとして「関連づける力」を挙
げている。 
 第一に「質問力」とは、現状に異を唱え、当たり前を疑う力である。 
 第二に「観察力」とは、周りの世界を注意深くうかがい、物事の仕組みを見澄まし、代
替案から独創的な知見を生み出す力である。 
 第三に「ネットワーク力」とは、多種多様な人脈を通じて、抜本的に異なる視点を得て
複雑な問題を解決する力である。 
 第四に「実験力」とは、積極的に新しいアイデアを試し、洞察を得て、予想外の反応を
起こそうとする力である。 
 第五に「関連づける力」とは、異分野から生じた一見無関係に思える疑問や問題、アイ
デアをうまく結びつける能力である。 
 これらを 5 つのスキルとして説明している。 
 図表 3-1-1 は、Christensen らが提唱しているイノベーティブなアイデアを生み出すため
の「イノベーターDNA」(10)モデルである。Christensen らの研究によると、イノベーティ
ブなアイデアを生み出す要となるのは関連づけ思考という認知的スキルであり、質問力、
                                                     
(9) Clayton M.Christensen(2012)『イノベーションの DNA』翔泳社 
(10) Clayton M.Christensen(2012)『イノベーションの DNA』翔泳社,p31 
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観察力、ネットワーク力、実験力の行動的スキルは頻繁に活用することによって、関連づ
け思考の呼び水にしていると説明している。 
 これらの動機を分析することで、イノベーターに共通する 2 つの姿勢を明らかにしてい
る。 
 一つ目は、現状を変えたいという意志に燃えている。 
 二つ目は、こうした変化を起こすために常にスマートリスクをとっているという点であ
る。 
図表 3-1-1 イノベーターDNAモデル 
 
(出所)Clayton M.Christensen(2012)『イノベーションの DNA』翔泳社,p31 
 
 以上の研究から、イノベーションを産み出す手法として、質問力、観察力、ネットワー
ク力、実験力、関連づける力の 5 つのスキルが有効であることが確認された。加えて、イ
ノベーションを追求する起業家精神とは生来のものではなく、前向きな努力の賜物である
ことが確認された。 
 しかし Christensen らは、イノベーションを産み出す手法については重要な指摘をして
いるが、イノベーションを産み出すための概念や仕組みについては説明していない。 
 したがって本稿では、イノベーションを産み出す手法に議論の焦点を当てるのではなく、
イノベーションを産み出すための概念や仕組みについて焦点を当て考察を行なっていく。 
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 次に、野中ら(1996)は『知識創造企業』(11)の中で、アイデアを産み出す思考や他者から
の学習である組織的知識創造の理論として「SECI モデル」を提唱している。「SECI モデル」
とは、日本型のイノベーションを絶え間なく生み出すシステムであり、暗黙知と形式知の
相互作用が繰り返し起こるスパイラル・プロセスを理論化したものである。 
図表 3-1-2 は、野中らが示している「SECI モデル」(12)である。 
 
図表 3-1-2 SECIモデル 
 
(出所)野中郁次郎『知識創造企業』,p93を元に筆者作成 
 
 「SECI モデル」は、「共同化」、「表出化」、「連結化」、「内面化」の 4 つの知識変換モー
ドで構成され、知識が新しい価値として具現化されていく。つまりイノベーションが産み
出されると説明している。以下に 4 つの知識変換モードについて説明する。 
 第一に「共同化」について、個人はまわりの世界との相互作用の中で暗黙知を組織的に
共創する。 
 第二に「表出化」は、暗黙知を形式知に変換する。 
                                                     
(11) 野中郁次郎・竹内弘高(1996)『知識創造企業』東洋経済新報社 
(12) 野中郁次郎・竹内弘高(1996)『知識創造企業』東洋経済新報社,p93 
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 第三に「連結化」は、形式知を組織内外の他の形式知と組み合わせ、一つの体系として
新たな形式知をつくり出す。 
 第四に「内面化」は、こうして体系化された形式知は行動や実践を通じて、新たな暗黙
知としてメンバー全員に吸収され、体系化されていく。つまり形式知からまた暗黙知へと
変換される。 
 野中らによると、一連のプロセスが回ることによって、イノベーションが絶え間なく産
み出されると説明している。言い換えると、イノベーションが産み出されるプロセスでは
必ず「SECI モデル」が回っていると主張している。 
 入山(2016)は、「SECI モデルのプロセスを有効にする条件」として、5 つのポイントを挙
げ、詳しくまとめている(13)。 
 第一に「対話」である。特に表出化プロセスで重要となり、直接対話によって、人は暗
黙知から形式知に変換しうると述べている。 
 第二に「比喩・類似推測・仮説思考」である。対話は単に話せばよいのではなく、比喩
や類似推測を使う重要性を指摘している。 
 第三に「行動」である。形式知を暗黙知に内面化するプロセスで重要なのは実際の行動
である。「イノベーションに大事なのは考えすぎるよりもまず行動」という視点で見ても、
それは「SECI モデル」にかなっていると説明している。 
 第四に「場」である。「場」はすべての局面において重要となる。それは物理的な場所だ
けでなく、オンラインを通じても「場」はつくられる。大事なのは参加者が同じ「文脈」
を共有することで、暗黙知と形式知を移転させ、共有させ、変換させやすくすることだと
述べている。 
 第五に「リーダーのビジョン」である。暗黙知と形式知の変換プロセスだけでなくビジョ
ンの重要性を説いている。 
 以上より、野中らの研究から、「SECI モデル」は包括的な視野を持ち、人の内面、知、
コミュニケーション、行動、場、ビジョンなどを体系化し、イノベーションを生み出す手
法を説明した。 
 しかし、野中らの研究は Christensen らと同様に、イノベーションを産み出す手法につ
いては重要な指摘をしているが、イノベーションを産み出すための概念や仕組みについて
                                                     
(13) 入山章栄(2016)「SECI 理論とナレッジ・ベースト・ビュー」Diamond Harvard Business Review February 
2016,p130-133 
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は説明していない。 
 したがって、本稿ではイノベーションを産み出すプロセスを有効にする要件として、入
山が説明している「対話」、「場」、「リーダーのビジョン」に注目し、イノベーションを生
み出す概念や仕組みについて考察する。 
 
第二節 経営理念に関する先行研究 
 本節では、経営理念の観点から先行研究を確認する。 
 まずは、経営理念について「経営理念の定義」、「経営理念の浸透の必要性」、「経営理念
の内容」の 3 つの観点から以下に整理する。 
 第一に、経営理念の定義づけや概念規定に関しては、多くの議論がなされている。 
 中川(1972)は、経営理念の言葉のもつ最小限の内容として①経営者自ら企業経営につい
て表明する見解、②経営者の単なる主観的態度ではなく、社会的に公表された見解である
ことを指摘した上で、経営理念を「経営者自身によって公表された企業経営の目的および
その指導原理」(14)と定義している。 
 間(1990)は、「経営上の諸制度（役割と規範の体系）の中に体現されて経営組織の目的を
示し、組織統合の役割を果たすと同時に、メンバーに動機づけを行い、企業内外の人々(社
会)から正当性を得ようとするイデオロギーである」(15)と主張している。 
 高田(1978)は、「経営者が企業という組織体を経営するに際して抱く信念、信条、理念で
あり、簡単には『経営観』といってよい」(16)としている。 
 ウイリアム・オオウチ(1981)によれば、組織体の経営理念とは「その行為を通じて社会
をかたちづくってきた創業者の価値観や資質、道徳的な基本理念を基礎にしたものである」
(17)としている。 
 清水(1996)は、「経営者個人が抱く信念、従業員の欲求・動機、社会環境の要請の 3 つの
要素が相互作用して見出された企業の価値観・目的および指導原理である」(18)と定義して
いる。 
 松葉(2008)は、経営理念とは「企業経営上の価値観ならびに行動規範を、企業の顧客、
                                                     
(14) 中川敬一郎(1972)『経営理念』ダイヤモンド社 
(15) 間宏(1990)「日本における産業化初期の経営理念：国際比較の理論的枠組みを求めて」『経営史学』第 25 巻
第 2 号 経営史学会 
(16) 高田肇(1978)『経営目的論』千倉書房 
(17) W.G.オオウチ(1981)『セオリーZ』CBS ソニー出版 
(18) 清水馨(1996)「企業変革に果たす経営理念の役割」三田商学研究第 39 巻第 2 号 1996 年 6 月 
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従業員をはじめとする利害関係者に示したもの」(19)と定義している。 
 以上 6 人の研究から「経営理念の定義」について整理し、確認できたことは 2 つある。 
 一つ目は、経営者個人の信念は「経営哲学」であり、経営理念は「企業あるいは組織と
しての経営目的、指導原理を重視する」と整理できる。 
 二つ目は、経営理念の定義づけに共通する点について、従業員や顧客の価値、欲求、動
機を満たすことを心がけ、人間的側面により多くの配慮をしていることが確認できる。 
 また、本稿における経営理念の定義は、松葉が定義したものと同じものとして扱う。 
 第二に、「経営理念の浸透の必要性」について整理する。 
 Barnard(1968)によると、組織は①コミュニケーション、②貢献意欲、③共通目的があっ
てはじめて成立するが、組織のあり方が示されても、組織を構成する人々によって容認さ
れるものでなければ、協働活動を鼓舞することにはならない(20)と述べている。一方、目的
の中の一側面を理想と呼び、道徳的要因として公式組織に不可欠なものと説明している。
組織の存続は、それを支配している道徳性の高さに比例する。すなわち、予見、長期的目
的、高遠な理想こそ協働が持続する基盤なのである。そして、高い道徳性、高い理念に基
づいた強力なトップの信念が、従業員の欲求や社会的環境の要請と一致し、経営理念にな
ると指摘している。 
 清水(1996)は、「経営理念の浸透が従業員の行動に大きな影響を及ぼしており、企業変革
のためには、経営理念の浸透が何よりも不可欠であることを明らかにしている。その上で、
経営者個人が抱く高い道徳性をもった信念と、従業員の欲求・動機、社会的環境の要請が
相互作用して見出された経営理念が浸透すれば、組織内の人々はトップの意思決定を理解
でき、共通目的として矛盾していないことがわかり、そして自らの欲求と両立しうるもの
と信じることができる。ただし、浸透の度合いはトップのリーダーシップにかかっている」
(21)と指摘している。 
 長谷川(2018)は、「経営理念が浸透することによって顧客満足(Customer Satisfaction : 
CS)と従業員満足(Employee Satisfaction : ES)を両立する効果がある」(22)と述べ、困難をと
もなうベンチャー企業の起業家には、高い経営理念を構築し、保持することが非常に重要
であると指摘している。 
                                                     
(19) 松葉博雄(2008)「経営理念の浸透と顧客と従業員満足度へ及ぼす効果」経営行動科学第 21 巻 2 号,p89-103 
(20) Barnard,Chester I.(1968)『新訳・経営者の役割』ダイヤモンド社 
(21) 清水馨(1996)「企業変革に果たす経営理念の役割」三田商学研究第 39 巻第 2 号 1996 年 6 月 
(22) 長谷川博和(2018)『ベンチャー経営論』東洋経済新報社 
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 伊丹・加護野(2003)は、「経営理念が果たしうる機能として、モチベーション、判断、コ
ミュニケーションという 3 点のベースを提供する」(23)ことを指摘している。すなわち経営
理念があることによって、①その経営理念に向かって各人を日々、頑張ろうという気持ち・
意欲にさせる「モチベーション」（ベクトルを合わせる）、②組織内の各人がトップの意思
を理解し、細かい指示を出さなくても経営理念に基づく行動ができるようになることや、
迷ったら経営理念に従うという意味で「判断」、③経営理念が日常の経営活動の末端まで浸
透し、従業員だけでなく顧客や取引先にまでこの経営理念を伝えていくという意味で「コ
ミュニケーション」、の 3 つの効果がある。そのため、長期的で高遠な理想を持った経営理
念を組織に浸透させることが必要になると説明している。 
 以上 4 人の研究から「経営理念の浸透の必要性」について、整理し確認できたことは 2
つある。 
 一つ目は、経営理念を浸透させることは、利害関係者と従業員の満足を両立させるため
に有効である。 
 二つ目は、経営理念は長期的で高遠な理想であり、浸透させることによって協働が可能
になる。 
 これらの研究は、しっかりとした経営理念をつくることよりも浸透させることの重要性
については明らかにしている。しかし、どうやって具体的に経営理念を浸透させ継続・徹
底するかについては明らかにしていない。 
 したがって、本稿ではしっかりとした経営理念をつくることに焦点を当てるのではなく、
どうやって経営理念を浸透させ継続・徹底できるかについて焦点を当て考察する。 
 第三に、「経営理念の内容」について整理する。 
 組織が活性化した企業に共通した経営理念の内容があるのかどうかについて、清水
(1996)(24)が詳細にまとめているので、以下に整理する。 
 河野(1987)は、「ソニーが創造的な製品を数多く開発できたのは、創造を奨励する経営理
念に負うところが多い」(25)と述べている。 
 一方で、間(1990)は、「成長した企業の経営理念と、倒産した企業のそれとの間には、確
たる差は認められなかった。経営理念はその運用の如何により、成功するか失敗するかが
                                                     
(23) 伊丹敬之・加護野忠男(2003)『ゼミナール経営学入門第 3 版』日本経済新聞出版社 
(24) 清水馨(1996)「企業変革に果たす経営理念の役割」三田商学研究第 39 巻第 2 号 1996 年 6 月 
(25) 河野豊弘(1987)『新製品開発戦略』ダイヤモンド社 
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決まる」(26)ことを明らかにしている。 
 また、Collins&Porras(1995)は、「ビジョナリー・カンパニーの理念に不可欠な要素はな
い。私たちの調査結果によれば、理念が本物であり、企業がどこまで理念を貫き通してい
るかの方が、理念の内容よりも重要である。つまり重要な問題は、企業が「正しい」基本
理念や「好ましい」理念を持っているかどうかではなく、企業が、好ましいにせよ、好ま
しくないにせよ、基本理念を持っており、社員の指針となり、活力を与えているかどうか
である」(27)と経営理念の内容よりも浸透の重要性を指摘している。 
 以上の研究から「経営理念の内容」について、整理し確認できたことは 2 つある。 
 一つ目は、類似した経営理念を掲げる企業の業績に、格差が生じることは説明できない。
つまり内容が重要であると説明することはできない。 
 二つ目は、経営理念の内容、それ自体は浸透を図らなければ、組織活性化、業績にとっ
て重要であるとは説明できない。 
 これらの研究は、経営理念の浸透の必要性についての先行研究と同様に、経営理念は浸
透させてこそ飛躍的な生産性の向上へつなげることができるのであり、浸透および継続・
徹底することができなければ、経営理念の内容自身の重要性については説明することはで
きない。 
 したがって本稿では、どうやって経営理念を浸透させ継続・徹底できるかについて焦点
を当て考察することを再度、確認する。 
 
第三節 企業文化に関する先行研究 
 本節では、企業文化の観点から先行研究を確認する。 
 企業文化の概念や定義づけは、研究者によって様々な言葉で論じられている。 
 Schein(2012)は、「企業文化とはある特定のグループが外部への適応、さらに内部の統合
化の問題に取り組む過程で、グループによって学習された、共有される基本的な前提認識
のパターンである。このパターンはそれまで基本的に効果的にしてきたので適切なものと
評価され、その結果新しいメンバーに対し、これらの問題に接して、認識し、思考し、感
じとる際の適切な方法として教えられる」(28)と述べている。Schein の研究の特徴は、従来
                                                     
(26) 間宏(1990)「日本における産業化初期の経営理念：国際比較の理論的枠組みを求めて」『経営史学』第 25 巻
第 2 号 経営史学会 
(27) J.C.Collins&J.I.Porras(1995)『ビジョナリー・カンパニー』日経 BP 社 
(28) Edgar H.Schein(2012)『組織文化とリーダーシップ』白桃書房 
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明確に定義されずに論じられてきた企業文化の概念を、社会心理学あるいは組織心理学の
観点から、体系的に論じている点である。つまり文化には 3 つのレベルがあり、より深い
レベルにある文化を理解し、対処しなければならないと説明している。 
 図表 3-3-1 は、Schein(2012)が提唱した「3 つの文化レベル」(29)である。以下に 3 つのレ
ベルを説明する。 
 
図表 3-3-1 3つの文化レベル 
 
(出所) Edgar H.Schein(2012)『組織文化とリーダーシップ』,p28を元に筆者作成 
 
 第一のレベルが、文物(artifact)である。組織に入った時、最も容易に観察できるレベル
が文物である。つまり、歩きながら目にし、耳にし、感じることができるものである。し
かしながら、何が起きているのかを実際に解読することはできない。例えば、ピラミッド
について、エジプト文明では墓を意味し、マヤ文明では寺院や墓を意味する。しかし、こ
の観察からだけでは、そのグループが何を意味しているのかを理解することはできない。 
 第二のレベルが、標榜されている価値観(espoused belief and values)である。戦略、目
                                                     
(29) Edgar H.Schein(2012)『組織文化とリーダーシップ』白桃書房,p28 
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標、哲学などが挙げられる。どの組織にも、その組織のイメージを作り上げている価値観
が存在し、その価値観は標榜している価値観や方針と一致していたり、していなかったり
する可能性がある。 
 第三のレベルは、背後に潜む基本的仮定(assumption)である。無意識に当たり前とされ
ている信念、認識、思考および感情などが挙げられる。文化の本質とは、集団で学習され
た価値観や信念であり、このやり方ならうまくいくということが、認められ、譲れないも
のになったものである。それは組織が成功し続けることで、組織内でさらに共有され認め
られていき、暗黙の仮定になっていくのである。 
 以上より、3 つの文化レベルからわかることは、Schein が説明している文化の本質は、
一般的に言われているような共有された価値ではなく、その背後にある基本前提（基本的
仮定）である。それゆえ、文化は戦略、目標、哲学は組織のイメージを作り上げているに
すぎないことがわかる。とはいえ、経営理念や価値提案を明確にすることは重要であり、
経営理念が文化として広く受け入れられ、心の底から支持されてこそ、高い生産性が得ら
れるということが確認された。 
 Kotter(2002)は、組織変革に対し「組織変革の 8 段階プロセス」(30)を提唱している。困難
を乗り越え組織変革を成功させるためには、以下の 8 段階プロセスが有効であると主張し
ている。①危機意識を高める、②変革推進チームをつくる、③適切なビジョンと戦略を掲
げる、④変革のビジョンを周知徹底する、⑤自発的な行動を促す、⑥短期的な成果を生む、
⑦さらなる変革を進める、⑧新しいやり方を文化として根付かせる、である。 
  
                                                     
(30) John p.Kotter(2002)『企業変革力』日経 BP 社 
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図表 3-3-2 は、「組織変革の 8 段階プロセス」を示している。 
 
図表 3-3-2 組織変革の 8段階プロセス 
 
(出所) John p.Kotter(2002)『企業変革力』を元に筆者作成 
 
 Schein と Kotter の研究から、2 つのことが確認された。 
 一つ目は、経営理念は文化として広く受け入れられ、心の底から支持されてこそ、高い
生産性が得られる。 
 二つ目は、適切なビジョンを掲げ、周知徹底し、文化として根付かせることは重要であ
る。 
 しかし、Schein と Kotter の研究において、経営理念が支持されることの重要性について
は説明しているが、具体的にどうやって経営理念を文化として根付かせ広く支持されれば、
高い生産性が得られるのかは必ずしも明らかにしていない。 
 したがって本稿では、具体的にどうやって経営理念を文化として根付かせ、広く支持さ
れるかについて考察を行なう。 
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第四節 小括 
 本節では先ず、これまでの先行研究において確認できた事項を以下の 3 つに整理する。
次に、リサーチクエスチョンから先行研究を整理した差分から検討課題を導出し、明確に
する。 
 第一に、イノベーションを生み出す手法として、5 つのスキル(観察力、質問力、ネット
ワーク力、実験力、関連づける力)や「SECI モデル」が有効であることを確認した。しか
し、これらはイノベーションを産み出すための手法として明らかにしているが、その概念
や仕組みについては明らかにしていない。 
 第二に、経営理念の浸透は、その内容よりも重要であることが確認できた。しかし、浸
透させることの重要性については明らかにしているが、どうやって経営理念を浸透および
継続・徹底するかについては明らかにしていない。 
 第三に、経営理念は文化として広く支持されてこそ、高い生産性が得られることが確認
できた。しかし、経営理念が支持されることの重要性については明らかにしているが、具
体的にどのように支持されれば高い生産性が得られるのかについては明らかにしていない。 
 したがって本稿の検討課題は、イノベーションを産み出すための概念を示し、どうした
ら経営理念を浸透および継続・徹底することができるかを明らかにすることが導出された。 
 
 仮説の立案と対象事例の選定 第４章
 本章では仮説の提示を行い、考察の範囲を示す。 
 
第一節 検討課題と考察の視点 
 前節で導出された、本稿における検討課題をあらためて確認する。 
 まず、本稿におけるリサーチクエスチョンは、しっかりとした経営理念をつくることよ
りも、浸透および継続・徹底することの方が重要ではないか、という問いであった。 
 次に、リサーチクエスチョンに対し、先行研究から明らかになった事項は以下の 3 つで
ある。 
 第一にイノベーションを産み出す手法としてイノベーターDNAモデルやSECIモデルが
有効である。 
 第二に経営理念の浸透はその内容よりも重要である。 
 第三に経営理念は文化として広く支持されてこそ高い生産性が得られる。 
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 最後に、これら 3 つは明らかになっているが、イノベーションを産み出す概念や仕組み
やどのように経営理念を浸透および継続・徹底させるか、また経営理念が具体的にどのよ
うに支持されれば高い生産性にむすびつくのかについては、明らかになっていない。 
 したがって本稿の検討課題は、イノベーションを産み出すための概念を示し、どうした
ら経営理念を浸透および継続・徹底することができるかを明らかにすることである。 
 この検討課題を明らかにするために、仮説を設定し検証を行う。 
 
第二節 初期仮説の提示 
 本節では仮説を設定する。以下に仮説を構築するためのプロセスを説明する。 
 先ずは、経営理念を浸透および継続・徹底を可能にすると考えられる 4 つの要件を提示
する。 
 次に 4 つの要件を STEP にして仮説を設定する。 
 最後に、これらを体系化し、分析の枠組み(以下、フレーム)とする。 
 以下に仮説を提示する。 
 
仮説：以下の STEP で経営理念を浸透および継続・徹底することができる。 
STEP1：経営理念と価値提案を明確にする 
STEP2：利害関係者を身近に感じる機会を設ける 
STEP3：価値提案をした後、利害関係者からフィードバックされる仕組みを作り、それを
ループさせる 
STEP4：経営理念と価値提案が、従業員個人の満足度につながるようにする 
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 図表 4-2-1 は、経営理念の浸透および継続・徹底を実現するためのフレームである。 
 
図表 4-2-1 経営理念の浸透および継続・徹底を実現するフレーム 
 
 
(出所)筆者作成 
 
 この仮説の独自性は、STEP2 の「利害関係者を身近に感じる機会を設ける」ことと STEP3
の「価値提案をした後、利害関係者からフィードバックされる仕組みがあり、それがルー
プしている」と設定したことである。その理由について以下に説明する。 
 経営理念が浸透し徹底・継続されているイノベーティブな企業は、利害関係者を身近に
感じる機会を意識的に設けているのではないかと考えたためである。つまり、製造業にお
いてものづくりの現場の従業員がユーザーのニーズを直接的に聞くことは稀である。多く
の場合、ユーザーと接するのは営業部門やマーケティング部門、あるいは経営幹部である
ことが多く、ものづくりをしている現場の従業員とユーザーは間接的にしか接することが
ない。そのため経営理念を浸透させ徹底・継続するためには、利害関係者と直接的に接す
る機会、すなわち「身近に感じる機会や場」が必要ではないかと考えた。以上の理由から、
経営理念を浸透させ徹底・継続する重要な仮説として「利害関係者を身近に感じる機会を
設ける」ことを本稿の独自性とした。 
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 これは入山(2016)が解説している「SECI モデルプロセスを有効にする条件」の「対話」、
「場」、「リーダーのビジョン」に焦点を当て参考にしている。 
 本研究では図表 4-2-1 で示した仮説のフレームを基に、セミ・ストラクチャード方式の
インタビューを中心に事例研究を行い、仮説を検証する。 
 
第三節 対象企業の選定 
 経営理念の浸透および継続・徹底のフレームを検証するために事例研究を行う。 
 本節では、対象企業の選定、及び選定した理由について以下に説明する。 
＜対象企業＞ 
（１）伊那食品工業株式会社 
（２）沢根スプリング株式会社 
（３）中村ブレイス株式会社 
（４）株式会社スノーピーク 
 以上の 4 社が対象企業である。 
 これらの 4 社を選定した理由は以下の 3 つである。 
 第一に、効率的成長（図表 2-4-1）(31)の領域に属する企業のためである。 
 第二に、経営理念の浸透および継続・徹底をしっかりと見据えて、理念経営を実践して
いるためである。 
 第三に、それらの取り組みを社内のみならず社外へも明確に発信しているためである。 
 次に、対象企業の産業について以下に説明する。 
 対象とする産業は、製造業を中心とした。理由は、筆者が製造業における企業経営をし
ているためである。本稿において、対象企業の 4 社（伊那食品工業、沢根スプリング、中
村ブレイス、スノーピーク）は製造業として扱うこととする。 
 続いて、対象企業の規模について説明する。 
 大企業と中小企業問わず設定した。理由は、経営理念の内容について、企業規模は関係
がないという前提のためである。加えて、筆者が中小企業の経営者のため、経営理念につ
いて大企業との比較をするためである。 
 最後に、企業の所有と経営はファミリービジネス(32)を中心とした。対象企業の 4 社(伊那
                                                     
(31) 効率的成長とは従業員と付加価値額ともに増加させていることに加えて、従業員の伸び率以上に付加価値
額の伸び率が上回っており、労働生産性が向上している状態のことである。（本稿 p13,図表 2-4-1） 
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食品工業、沢根スプリング、中村ブレイス、スノーピーク)はすべてファミリービジネスで
ある。理由は、経営理念と経営者あるいは創業者は密接な関係があるため、経営理念の浸
透による戦略が有効なのはファミリービジネスであるためである。 
 以上の理由から、4 社における事例を分析することにした。 
 
第四節 研究方法 
 仮説を検証するため対象企業の経営者に対し、図表 4-2-1 で示した「経営理念の浸透お
よび継続・徹底を実現する」仮説のフレームに基づいて、セミ・ストラクチャード方式の
インタビュー調査を行った。回答者を経営者に限定した理由は、以下の 2 つである。 
 第一に、経営者と経営理念は密接に関係しているためである。 
 第二に、経営理念の継続性については経営者に直接インタビューすることが有効なため
である。 
 また、事前に文献調査を行い、データを収集した。 
 インタビュー項目については、図表 4-2-1 で示した仮説のフレームを基に設定し、経営
理念の継続性について適宜項目を追加した。あらためて、下記にインタビュー対象者と項
目を確認する。 
 
＜インタビュー対象者＞ 
（１）伊那食品工業株式会社：代表取締役社長 井上修 (2018 年 5 月 15 日実施) 
（２）沢根スプリング株式会社：代表取締役社長 沢根孝佳 (2018 年 4 月 28 日実施) 
（３）中村ブレイス株式会社：代表取締役社長 中村宣郎 (2018 年 8 月 7 日実施) 
（４）株式会社スノーピーク：代表取締役社長 山井太 (2018 年 11 月 3 日実施) 
  
                                                                                                                                                                
 
(32) 創業者の家族や親族が代々所有し、経営を支配している企業。 
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＜インタビュー項目＞ 
STEP1：経営理念と価値提案を明確にしているか 
STEP2：利害関係者を身近に感じる機会を設けているか 
STEP3：価値提案をした後、利害関係者からフィードバックされる仕組みをつくり、それ
をループさせているか 
STEP4：経営理念と価値提案が、従業員個人の満足度につながるようにしているか 
その他：経営理念の継続性について 
 以上が研究方法の詳細である。 
 
 事例研究 第５章
 本章では、前章で示した研究方法により、仮説を検証する。 
 
第一節 伊那食品工業株式会社 
 本節では、トヨタ自動車や帝人など日本を代表するグローバルカンパニーの経営幹部た
ちが、理念経営について助言を求めるために足しげく視察に訪れることで有名な伊那食品
工業株式会社（以下、伊那食品工業）を検証する。伊那食品工業は、木の年輪のように少
しずつ前の年より確実に成長する姿を理想とする「年輪経営」と呼ばれる独自の理念経営
を実践し、創業から 48 年連続で増収増益を果たしている企業である。野中(2015)は、「伊
那食品はいい会社を志向し、利益を目的としないことから始まり、社員の幸福感を生み出
す仕掛けを用意していくと、自ずと社員一人ひとりのモラルが高まり、モラルが喚起され
て、実践知が発揮される。創造性や生産性が高まり、高収益、高シェアに結びついていい
会社であり続けられる」(33)と説明している。以下に、伊那食品工業の検証を行う。 
 
＜伊那食品工業の会社概要＞ 
商号 伊那食品工業株式会社 
本社 長野県伊那市西春近（広域農道沿い） 
設立 1958 年 6 月 18 日 
資本金 9,680 万円 
                                                     
(33) 野中郁次郎(2015)『全員経営』～自律分散イノベーション企業、成功の本質～日本経済新聞出版社 p258 
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売上高 199 億 6000 万円（2017 年 12 月期） 
従業員数 458 名（男 237,女 221）（2018 年 1 月現在） 
代表者 代表取締役社長 井上修 
代表取締副社長 越塚英弘 
主たる事業 業務用寒天メーカー、総合ゲル化剤メーカー 
（出所）筆者作成：伊那食品工業株式会社 HPより 
＜伊那食品工業の経営理念・ビジョン＞ 
社是 
いい会社をつくりましょう ~たくましく そして やさしく ~ 
「社是」と「社是を実現するための心掛け」をまとめた「社是カード」を社員全員が携
帯している 
いい会社とは 
単に経営上の数字が良いというだけでなく、会社をとりまくすべての人々が、日常会話
の中で「いい会社だね」と言ってくださるような会社の事です。「いい会社」は自分た
ちを含め、すべての人々をハッピーにします。そこに「いい会社」を作る真の意味があ
るのです。 
いい会社をつくるための 10 か条 
1. 常に良い製品をつくる。 
2. 売れるからといってつくり過ぎない、売り過ぎない。 
3. できるだけ定価販売を心がけ、値引きをしない。 
4. お客様の立場に立ったものづくりとサービスを心掛ける。 
5. 美しい工場・店舗・庭づくりをする。 
6. 上品なパッケージ、センスのいい広告を行う。 
7. メセナ活動とボランティア等の社会貢献を行う。 
8. 仕入れ先を大切にする。 
9. 経営理念を全員が理解し、企業イメージを高める。 
10. 以上のことを確実に理解し、継続する。 
年輪経営 
企業は永続的に安定成長することによって、より多くの人々を幸せにできると信じてい
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る。伊那食品工業の理想は、ゆるやかな末広がりの成長を続ける、永続企業である。末
広がりの成長を目指すためには、急激な成長は抑えなければならない。急成長の後は必
ず急激な落ち込みがあることを歴史が教えている。その結末は、従業員や仕入れ先、納
入先が路頭に迷い、工場閉鎖などで地域に迷惑をかける。末広がりの成長を続けて、永
続するためには、急成長はマイナスという考え方。 
(出所)筆者作成：伊那食品工業株式会社の会社概要より 
 
＜伊那食品工業の概要＞ 
1958 年 会社設立、業務用粉末寒天の製造開始 
1973 年 本社及び研究室を新築 
1980 年 「かんてんぱぱ」シリーズ発売 
1993 年 社員による緑化と景観づくりにより(財)日本緑化センター会長賞を受賞 
1995 年 寒天製造を通じ科学技術の振興への功績をもって科学技術庁長官賞を会長が受賞 
本社及び研究所を新築移転 
1996 年 洋風寒天レストラン「ひまわり亭」オープン 
寒天業界の近代化に貢献したことをもって会長が黄綬褒章を受章 
快適で機能的なオフィス環境を実現している企業として日経ニューオフィス推進賞を受賞 
産業廃棄物 ( 寒天滓 ) のリサイクルシステムを確立したことにより、リサイクル推進功労
者として農林水産大臣賞を受賞 
2002 年 多目的ホール「かんてんぱぱホール」開館 
2003 年 日刊工業新聞社主催の優秀経営者顕彰にて、最優秀経営者賞を会長が受賞 
2005 年 新会長兼 CEO として塚越寛就任 
新社長に井上修就任 
2006 年 48 期連続で増収増益を続けている企業経営が全国水準で優れていることが評価され、社団法
人中小企業研究センター選考の第 40 回グッドカンパニー大賞でグランプリ受賞 
2008 年 新研究棟（R＆D センター）を新築し、１F に「健康パビリオン」オープン 
当社の環境保全取組が環境、経営、社会の 3 側面において総合的かつバランスのとれた持続
可能性の高い経営につながっていることが評価され、三重県・日本環境経営大賞表彰委員会
による第 6 回日本環境経営大賞で最優秀賞の環境経営パール大賞を受賞 
2011 年 会長・塚越が旭日小綬章を受章 
2012 年 会長・塚越が宮内庁主催の春の園遊会に招待される 
2013 年 第一回地域食品産業貢献賞を受賞 
2016 年 新副社長に塚越英弘就任 
(出所)筆者作成：伊那食品工業株式会社 HPより 
 
①経営理念と価値提案を明確にしているか 
 伊那食品工業は経営理念と価値提案、ともに明確にしている。 
 まず、社是として「いい会社をつくりましょう」を掲げている。この意味は、単に経営
上の数字が良いというだけでなく、会社をとりまくすべての人々が、日常会話の中で 「い
い会社だね」と言ってくださるような会社だという。「いい会社」は自分たちを含め、すべ
ての人々をハッピーにするという広い意味である。 
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 伊那食品工業の経営の重要な考え方として、以下の 3 つが挙げられる。第一に年輪経営。
第二に従業員尊重型、第三に地域貢献と企業の永続の両立である。 
 次に、価値提案として以下の 2 つが明確にされている。 
 第一に健康。第二に明るい家庭、思いやり、やさしさ、家族の絆を価値提案としている。 
 まず、健康という価値提案について、井上社長は「人間にとっての一番の幸せは毎日を
健康に過ごすことです。食物繊維が豊富な「寒天」を食生活に取り入れ、健康な毎日を送っ
ていただきたい・・・そんな想いから、研究開発型企業として「寒天」をより便利に、毎
日手軽に使える製品づくりに力を入れています」と述べている。 
 次に、明るい家庭、思いやり、やさしさ、家族の絆の価値提案について、井上社長は「私
たちが製品に込めている大切な思いがあります。それは「やさしさ」「思いやり」、そして
「家族の絆」・・・「手づくりは、あかるい家庭をつくる」と私たちは信じています」と述
べている。 
 以上より、伊那食品工業は経営理念と価値提案をともに明確にしている。 
 まず、経営理念については「いい会社をつくりましょう」という社是から、従業員尊重
型の経営スタイルから従業員を大切にされていることがわかった。従業員の満足度や働き
がいを向上させるにとどまらず、従業員の「幸せ」までを考える強い信念が感じられた。 
 次に、価値提案について、「健康」は「機能的価値」、「明るい家庭、思いやり、やさしさ、
家族の絆」は「情緒的価値」の 2 つの価値が提案され、バランスの良いわかりやすい価値
提案であった。特に価値提案については「機能的価値」に加えて「情緒的価値」が明確に
提案されていることは、顧客とその家族、従業員の家族までを含む利害関係者の満足度を
さらに向上させ、「幸せ」につなげていると言うことがわかった。 
 
②利害関係者を身近に感じる機会を設けているか 
 利害関係者を身近に感じる機会は主に 2 つ設けている。 
 第一に「かんてんぱぱガーデン」、第二に「かんてんぱぱ祭」である。 
 まず「かんてんぱぱガーデン」とは、伊那食品工業の本社および工場周辺の庭園のこと
である。働く社員や地域の人、訪れる人が安心して憩える空間を…という想いのもと、「か
んてんぱぱガーデン」は生まれたという。自然豊かなこの環境は、社員が自発的に毎朝手
入れを行い、新緑や紅葉、山野草を皆さまに楽しんでいただいている。 
 「かんてんぱぱガーデン」の特徴は、約 3 万坪の広大なガーデンに 700 台分の駐車場が
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用意されており、守衛などがないため、いつでも誰でも利用できることである。地域のお
客様のみならず、全国から年間 35 万人が訪問されるという。利用できる施設は、さつき亭、
ひまわり亭、そば処栃の木、茶房 桂小場、かんてんぱぱショップ、サンフローラ、健康
パビリオン（R&D センター）、野村陽子植物細密画館、かんてんぱぱホールなどである。
訪問者は、これらの施設全てを楽しむことができる。健康パビリオンやかんてんぱぱホー
ルについても、社内だけでなく地域の方や社外からの訪問者全員が利用できる。 
 井上社長は「お客様のみならず地域住民の方々にも楽しんでいただくために、レストラ
ンやショップ、かんてんぱぱホールなどを建設しました。働く社員が毎日、自発的にガー
デンの手入れを行っており、お客様や地域住民の方々からお褒めの言葉を頂いています」
と話していた。 
 次に「かんてんぱぱ祭」とは、皆さまへの感謝として開催されるお祭りのことである。
かんてんぱぱ感謝の日「かんてんぱぱ祭」が年一回（６月の第一土曜日）に開催され、従
業員の家族や地域住民を中心に誰でも参加できる。この日は全国から従業員全員がかんて
んぱぱガーデンに集まり、伊那食品工業と取引のある企業の商品を 1/10~半額で販売する、
あるいは無料で提供している。 
 以上より、伊那食品工業において利害関係者を身近に感じる機会は、「かんてんぱぱガー
デン」と「かんてんぱぱ祭」の主に 2 つを設けている。この 2 つの機会では特に、地域社
会や従業員を含む利害関係者の家族を身近に感じようと意識していることがわかった。 
 
③価値提案をした後、利害関係者からフィードバックされる仕組みを作り、それをループ
させているか 
 「かんてんぱぱガーデン」と「かんてんぱぱ祭」では利害関係者からフィードバックさ
れる仕組みが構築され、ループさせている。 
 先ず、かんてんぱぱガーデンでは地域住民を中心として全国から誰でも訪問することが
できるため、年間訪問者数は 35 万人にも及んでいる。訪問者は、無料で商品を試食するこ
とができ、大きなテーブルと椅子が多数用意されているため、座って食べることができる。
その際、伊那食品工業の従業員と会話をすることができ、商品に対する意見のみならず、
会社に対する感想などを伝えることができる仕組みが構築されている。加えて、全国の直
営販売店での販売はなく、かんてんぱぱガーデンでしか販売していない新商品も試食でき
る。新商品をお客様に試食していただくことによって、どのようなニーズがあるのか直接
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フィードバックしてもらい、再提案に役立てている。利害関係者からのフィードバックは、
ほとんどが伊那食品工業に対する感謝やお褒めの言葉だと言う。理由としては、地域社会
を中心に、利害関係者への感謝があるためだと考えられる。 
 次に、年一回開催されるかんてんぱぱ祭についても直接フィードバックが行われている。
利害関係者への感謝という目的で行われているかんてんぱぱ祭では、全国から伊那食品工
業の従業員全員がガーデンへ集合するため、全従業員が利害関係者から直接フィードバッ
クを得ることができる仕組みとなっている。 
 以上より、フィードバックされる仕組みは 2 つ構築され、ループさせていることがわかっ
た。これらのことから、毎日得られるフィードバックと、従業員全員が年一回、同時に得
られる直接フィードバックの 2 つがバランスよく仕組みとして構築されていることがわ
かった。 
 
④経営理念と価値提案が、従業員個人の満足度につながるようにしているか 
 満足度へつながっていると判断できる。以下に 3 つの理由を挙げ、説明する。 
 第一に、井上社長は「かんてんぱぱガーデンの手入れは、従業員が自発的に毎朝行って
いる。これは会社の指示ではない。特に当番や担当場所も決まっていない」と述べている。
これは、従業員のホスピタリティーが醸成されているからこそ実現できており、満足度に
つながっていることがわかる。 
 第二に、親子で働いている人が何人もいることがある。従業員の満足度が高くなければ
自分の子どもと同じ職場で働きたいとは考えない。したがって、満足度につながっている
ことがわかる。 
 第三に、毎年 3000 人の応募から 20 から 30 人を採用していることがある。伊那市という
都会とは言えない地域で、毎年これだけの応募者がいるということから、従業員のみなら
ず地域社会への満足度にもつながっていることがわかる。 
 以上の 3 つの理由から、経営理念と価値提案が従業員の満足度につながっており、従業
員のホスピタリティーが醸成されていることがわかった。 
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⑤小括 
 4 つのインタビュー項目について、以下に整理する。 
 第一に、経営理念と価値提案についてともに明確にしていた。経営理念では従業員と家
族の「幸せ」までを考えた強い哲学があった。また価値提案については「機能的価値」に
加えて「情緒的価値」を提案しており、利害関係者の家族まで価値提案を行っていること
が明らかになった。 
 第二に、利害関係者を身近に感じる機会について、「かんてんぱぱガーデン」と「かんて
んぱぱ祭」の 2 つが設けられ、地域社会や利害関係者の家族までを身近に感じる機会を設
けていることがわかった。 
 第三に、フィードバックされる仕組みは 2 つ構築されていた。一つ目は「かんてんぱぱ
ガーデン」によって毎日フィードバックが行われている仕組み、二つ目は「かんてんぱぱ
祭」によって年一回、従業員全員が直接フィードバックを得られる仕組みである。この 2
つによってバランスよくフィードバックが行われ、再提案に活かされていることがわかっ
た。 
 第四に、従業員のホスピタリティーが醸成されていることから、従業員の満足度へつな
がっていることがわかった。 
 以上が伊那食品工業の小括である。 
 
図表 5-1-1 伊那食品工業のインタビューの写真(34) 
 
(出所)筆者作成 
  
                                                     
(34) インタビューは 2018 年 5 月 15 日、筆者の会社の従業員 3 名と筆者を含む計 4 名で行われた。 
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第二節 沢根スプリング株式会社 
 本節では、ばねの総合メーカーとして 1966 年の設立以来、理念経営を実践し、一貫して
堅実経営に徹してきた沢根スプリング株式会社（以下、沢根スプリング）を検証する。 
 沢根スプリングは、5 つの経営理念を基に「人を幸せにする経営」が評価され、2014 年
に「日本でいちばん大切にしたい会社」大賞の中小企業庁長官賞を受賞している。 
 
＜沢根スプリングの会社概要＞ 
商号 沢根スプリング株式会社 
本社 静岡県浜松市南区小沢渡町 1356 番地 
設立 1966 年 5 月 10 日 
資本金 3,000 万円 
売上高 7 億 8000 万円(2017 年 12 月期) 
従業員数 50 名(男 40,女 10）（2018 年 4 月現在） 
代表者 代表取締役社長 沢根孝佳 
主たる事業 産業用、医療用、スポーツ用のスプリング製造・小売り 
（出所）筆者作成：沢根スプリング株式会社 HPより 
 
＜沢根スプリングの経営理念＞ 
1. 会社を永続させる 適正な利益を上げ、適正規模を守り、「やらまいか精神」で堅実経
営に徹し、自らの力で「考え・作り・売る」を推進する 
2. 人生を大切にする お互い 1 回だけの限られた人生であり、その人生を大切にする。
ワクワクする働きがいのある仕事をし、社員が幸せになり、働く
喜びや自己成長を感じられる会社にする 
3. 潰しのきく経営を
実践する 
何時でも 5 年先を思案し、バランスよく、どんな環境にも対応で
きる柔軟な潰しのきく経営を実践する 
4. いい会社にする 自分の人生をより豊かに、みんなの人生にも配慮できる集団にす
る。良い人、良い会社と付き合い、正しい商売をする。他社のや
らない、やれない難しい仕事にも積極的にチャレンジする 
5. 社会に奉仕する 教わったら教えよ、恩を受けたら返せの往復の考え方を大切にし、
人のため社会のために奉仕し、国際的な協調もする 
(出所)筆者作成：沢根スプリング株式会社概要より 
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＜沢根スプリングの共有の価値観＞ 
考える 1.チャレンジ 
2.熱意 
行動する 3.創意工夫 
4.たゆまず努力 
築く 5.チームワーク 
6.技術・開発 
磨く 7.自己革新 
8.鼓舞する 
(出所)筆者作成：沢根スプリング株式会社概要より 
 
＜沢根スプリングの沿革＞ 
1966 年 5 月に浜松市南区高塚町で会社設立し、同年 8 月に浜松市南区小沢渡町に工場を新築し移転 
1984 年 サミニ（株）を設立 
1987 年 ばねの通信販売「ストックスプリング」を発売 
1992 年 ばね計算ソフト「浜松のばね屋さん」を発売 
2002 年 日本 IT 経営大賞審査委員賞特別賞を受賞 
2006 年 しずおか IT 経営応援隊賞最優秀賞を受賞 
2008 年 体操床下クッション「サタフス」を発売 
2013 年 会社イメージソング「Yellow Factory～幸せの咲く場所～」を発表 
2014 年 第４回「日本でいちばんたいせつにしたい会社」大賞 中小企業庁長官賞を受賞 
2018 年 経済産業省より「はばたく中小企業 300 社」に選定される 
(出所)筆者作成：沢根スプリング株式会社 HPより 
 
①経営理念と価値提案を明確にしているか 
 沢根スプリングは、経営理念と価値提案ともに明確にしている。 
 まず経営理念として、以下の５つを挙げている。①会社を永続させる、②人生を大切に
する、③潰しのきく経営を実践する、④いい会社にする、⑤社会に奉仕する、である。沢
根社長は「これらの順番も大事であり、まず存続してこそ人を幸せにもできるし、社会へ
貢献もできる」と述べている。 
 経営理念は、先代社長が 1980 年につくったもので、1966 年の設立から経営する中で直
面した問題や苦労をベースにし、そこから学びながら全員参加で約 15 年かけて作ったとい
う。沢根社長は「人は結果が近くにあるものは飛びついてやるもの。でも理念、風土など、
すぐに結果がでないものはなかなか取り組まない。しかし、そこにこそ値打ちがある」と
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説明している。 
 いい会社の定義として以下の 4 つを挙げている。①利他の心が匂う経営理念、②働く社
員が幸せになる会社、③お客様に喜ばれる製品やサービスを提供し、社会へ貢献する会社、
④収益が高い会社（必須）。 
 ビジョンとして「社員・顧客・地域社会など、会社を取り巻くすべての人を幸せに！」
を掲げている。沢根スプリングは、幸せを実現する経営を目指しているため、経営理念に
もあるように人生を大切にし、会社を取り巻くすべての人を幸せにすることが、正しい商
売につながり、会社を永続させると考えている。 
 あるべき姿の目的は、働く社員を幸せにすることとしている。成長も利益も手段に過ぎ
ないと説明している。 
 価値として、小さくても輝きながら永続させることを掲げている。企業の拡大よりも、
自然体でバランスよく。毎年少しずつ成長するのが望ましいと説明している。 
 方法として、当たり前の小さなことを、人並み外れて熱心にやり続けることを掲げてい
る。 
 スローガンは「考え・作り・売る」の経営を実践するとしている。 
 次に価値提案については「はやさ」を提案している。つまり世界最速のばね製造小売り
を提案している。沢根社長は「確かな品質の製品を提供することを前提に、『はやさ』はそ
れだけで『価値』であると考えています。時間は最も希少な『価値』であり、ものづくり
を通じて『時間という価値』を提供していきます。そして他を圧倒するスピードとサービ
スに磨きをかけていきます」と述べている。 
 以上より、沢根スプリングは 5 つの項目からなる経営理念を明確にし、「人を幸せにする」
経営を徹底していることがわかった。価値提案についても「はやさ」を明確に提案し、「時
間という価値」を提案していることがわかった。 
 従業員約 50 名の中小企業で、経営理念をここまでブレイクダウンしている会社は少ない。
沢根スプリングがここまで理念をブレイクダウンし明確にしているのは、経営理念を浸透
させることの重要性を深く理解しているからだと考えられる。 
 
②利害関係者を身近に感じる機会を設けているか 
 利害関係者を身近に感じる機会は、主に 2 つ設けている。 
 第一に、利害関係があってもなくても積極的に訪問を受け入れていることがある。部門
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の説明は現場の従業員が行っている。これによって、従業員のプライドや自信あるいはモ
チベーションの向上につなげていると言える。また、工場の写真は顧客の製品情報でなけ
れば、原則許可している。これは見せる工場にしていると理解できる。これらによって、
従業員のホスピタリティーが醸成されると言うことができる。 
 第二に、１本のスプリングをより早くお客様の元へ届けることを重視し、取引先からの
注文を営業部門は通さず工場のパソコンでダイレクトに受注していることがある。その場
で製造指示書を出力し製造を開始している。従来、注文は営業部門で受け付けて、製造部
門につなげるまで数日を要するが、その時間をゼロにする。これによって、取引先の期待
を上回るスピーディーな対応をしている。 
 顧客からの注文は営業部門を通さず、工場で受ける。これは価値提案である「はやさ」
を追求した結果であり、価値提案である「時間という価値」と整合していることがわかる。 
 以上より、沢根スプリングの利害関係者を身近に感じる機会は、主に 2 つ設けられてい
る。これによって従業員のホスピタリティーを醸成し、取引先の期待以上の価値を提供し
ていることがわかった。 
 
③価値提案をした後、利害関係者からフィードバックされる仕組みを作り、それをループ
させているか 
 見せる工場になっていることから、視察へ訪れる利害関係者は多い。その際、必ず意見
交換をして直接フィードバックを行っているという。フィードバックされた情報は、全社
懇談会（毎月）を開催し、従業員全員に共有される。共有された課題は、担当する部門だ
けが解決に取り組むのではなく、チーム主義（家族主義のような関係を築く）を基にみん
なで話し合い最善をつくし課題を解決している。これらをループさせ、再提案に活かして
いる。 
 以上より、見せる工場によって訪問者を増やし、直接フィードバックを行っている。こ
れらがループすることによって、従業員のホスピタリティーが醸成される。従業員のホス
ピタリティーを醸成することによって、利害関係者に対し期待以上のことを提供している
ことがあらためて明らかになった。 
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④経営理念と価値提案が、従業員個人の満足度につながるようにしているか 
 従業員の満足度につなげていると判断できる。以下に理由を説明する。 
 沢根スプリングは、「人を大切にするチーム主義経営」を掲げている。大切にする対象は
以下の 5 つと順番である。①社員とその家族、②協力企業の社員、③顧客、④地域社会、
⑤株主、である。このことからわかる通り、沢根スプリングでは従業員が大切にされてい
る。また沢根社長は経営理念で「人生を大切にする」ということも掲げている。例えば従
業員が有給休暇を利用し世界一周旅行に行ったという。中小企業では現実的になかなかで
きないことである。それでも世界を見て帰ってきた従業員が人生において成長し、企業に
も役立つと判断するから世界一周旅行を応援するのだといえる。経営理念と整合している
ため従業員の満足度につながっているといえる。 
 
⑤小括 
 4 つのインタビュー項目について、以下に整理する。 
 第一に、経営理念と価値提案は明確にしている。経営理念に加えて「いい会社」を定義
している。この中に「従業員の幸せ」を基にして顧客、地域社会、会社を取り巻くすべて
の人を幸せにすることへ繋げている。価値提案は「はやさ」を明確にし、「時間という価値」
を提供している。 
 第二に、利害関係者を身近に感じる機会は 2 つ設けている。一つ目は、訪問者を積極的
に受け入れている。二つ目は、受注は営業部門を通さず工場が直接受けていることが挙げ
られる。これは価値提案の「はやさ」と整合している。これによって従業員のホスピタリ
ティーを醸成し、利害関係者へ期待以上の提案をしているといえる。 
 第三に、見せる工場へ訪問した顧客から直接フィードバックされる仕組みを作っている。
営業部門やマーケティング部門を通じてフィードバックされるのではなく直接フィード
バックされる仕組みがあるため、従業員のホスピタリティーが醸成され、顧客に対し期待
以上の価値を提案できるといえる。 
 第四に、沢根スプリングは従業員とその家族を大切にする経営を実践している。そのた
め、経営理念と価値提案が従業員個人の満足度につなげているといえる。 
 以上が沢根スプリングの小括である。 
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図表 5-2-1 沢根スプリングのインタビューの写真(35) 
 
(出所)筆者作成 
 
第三節 中村ブレイス株式会社 
 本節では、まだ日本に義肢装具のニーズがほとんどなかった時代から、過疎化が進む島
根県大田市で義肢・装具や人工乳房などを製造している医療機器メーカーの中村ブレイス
株式会社(以下、中村ブレイス)を検証する。中村ブレイスの「ブレイス」は「支える」と
いう意味である。坂本(2008)は、「この社名は、『人を支える』という意味に由来している。
この社名からも経営理念が『人を支える』ということがすぐに理解できる。私は社名とい
うのはすごく重要だと思っている」(36)と述べている。 
 中村ブレイスは、モノづくりを通じて「人を支える」経営が評価され、2006 年に「あし
たの日本を支える元気なモノ作り中小企業 300 社」に選定され経済産業省から感謝状を受
賞している。以下に、中村ブレイスの検証を行う。 
  
                                                     
(35) インタビューは 2018 年 4 月 28 日、筆者の会社の従業員 1 名と筆者を含む計 2 名で行われた。 
(36) 坂本光司(2008)『日本でいちばん大切にしたい会社 1』あさ出版,p122 
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＜中村ブレイスの会社概要＞ 
商号 中村ブレイス株式会社 
本社 島根県大田市大森町 
設立 1974 年 12 月 
資本金 2,000 万円 
売上高 10 億 200 万円（2015 年 9 月期） 
従業員数 70 名（正社員 46、パート 24）（2018 年 8 月現在） 
代表者 代表取締役社長 中村宣郎 
主たる事業 医療用義肢装具および医療用器具の製造 
（出所）筆者作成：中村ブレイス株式会社 HPより 
 
＜中村ブレイスの経営理念＞ 
ブレイス(BRACE)、
人を支える 
社名の「ブレイス」には「支える」という意味がある。人や地域
を支える、人や地域に支えられるという想いがこめられている。
社名からも経営理念が伝わってくる。 
(出所)筆者作成：インタビューより 
 
＜中村ブレイスの社是＞ 
Think 常に考える、お客様、患者さんの身になって徹底的に考え続け製
品に生かしていく。そのためには社員一人ひとりが「考え続ける」、
相手のことを「考える」、このような意味がある 
(出所)筆者作成：インタビューより 
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＜中村ブレイスの沿革＞ 
1974 年 創業 
1982 年 設立 
1991 年 メディカルアート研究所を開設 
1993 年 第 4 回日本ニュービジネス大賞優秀賞受賞 
1995 年 地域活性化貢献企業特別賞（日本経済新聞社主催）受賞 
1997 年 モンゴル大火災の少年、ツォグト・オチル君来日、義足を製作 
2006 年 元気なモノ作り中小企業３００社（経済産業省・中小企業庁）に選定される 
2007 年 「第 2 回ものづくり日本大賞」特別賞（経済産業省） 
2008 年 平成 19 年度地域づくり総務大臣表彰 個人表彰（総務省） 
2009 年 ソーシャル・ビジネス・アワード 2009 
「ソーシャル・ベンチャー・ビジネス賞」最優秀賞 
（NPO 法人ソーシャル・イノベーション・ジャパン） 
平成 21 年度島根県各種功労者表彰 
(石見銀山遺跡の歴史文化等の調査研究と啓発に努め地域文化の振興に寄与したことに対し
て島根県知事より表彰) 
2014 年 創業 40 周年記念として世界一小さなオペラハウス「大森座」が竣工 
2016 年 「永年貢献創業者」感謝状 表彰（経済産業省） 
(出所)筆者作成：中村ブレイス株式会社 HPより 
 
①経営理念と価値提案を明確にしているか 
 中村ブレイスは、経営理念と価値提案ともに明確にしている。 
 まずは経営理念として「支える」を掲げている。社名である「ブレイス」(BRECE)は「支
える」という意味があり、人や地域を支える、あるいは人や地域に支えられるという理念
である。 
 また社是として「Think」を掲げている。お客様の身になって考えることを基本として
いるからである。お客様にとって義肢装具は自分の体の一部となっており、人生を支える
ものであり、単なる製品ではない。お客様の立場になって徹底的に考え続け、製品に生か
していく。そのためには従業員全員が「考え続ける」、相手のことを「考える」ということ
が必要である。加えて、創業者である中村俊郎会長の起業家精神も表している。常に新し
いことを考え続けるというベンチャー起業家精神を持ち続けるためでもあるという。 
 次に価値提案について「支える」ことを明確に提案している。これは社名の「ブレイス」
でもあり、経営理念でもあり、価値提案でもあり、全てに整合している。このため誰に対
してもわかりやすいという印象が強い。 
 以上より、中村ブレイスの経営理念と価値提案は「支える」という明確なものがあるこ
とがわかった。経営理念が社名にまで表現されていることは、浸透させるためにもとても
有効であることが考えられる。 
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②利害関係者を身近に感じる機会を設けているか 
 利害関係者を身近に感じる機会は、主に 2 つ設けている。 
 第一に、メディカルアート研究所を開設している。義肢の機能性に加えて、よりリアル
に、より美しくというアートの概念を取り入れた「メディカルアート研究所」を設立して
いる。患者さんからのリクエストなどを積極的に情報収集し製品に反映している。研究者
のみならず、現場の作業者も患者さんへ直接ヒアリングを行い、患者さんを身近に感じて
いる。これは患者さんの立場になって考えるという社是と整合している。例えば、人工乳
房「ビビファイ」、人工補正具「スキルナー」、人工肛門用装具「ジャストーマ」などシリ
コーンゴムを用い身体の様々な部位の製作をする際、メディカルアート研究所で情報収集
が行われている。義肢に求められる、美しさと機能性の理想的な融合を目的としている。 
 第二に、見せる工場にしていることがある。利害関係者であってもなくても積極的に訪
問を受け入れている。利害関係者であれば安心してもらえるよう積極的に受け入れを行い、
利害関係者でない訪問依頼者に対しても積極的に受け入れを行い、従業員のプライドや自
信、モチベーションを高く保つ工夫をしている。 
 以上より、中村ブレイスはメディカルアート研究所を開設することによって、利害関係
者に対し期待以上のことを提案している。加えて、見せる工場にすることによって従業員
のホスピタリティーを醸成していることがわかった。 
 
③価値提案をした後、利害関係者からフィードバックされる仕組みを作り、それをループ
させているか 
 中村ブレイスはメディカルアート研究所を通じて、利害関係者から直接フィードバック
される仕組みをしっかりと構築し、ループさせている。メディカルアート研究所に寄せら
れたリクエストは直ちにフィードバックされ、製品を改良し再提案する仕組みになってい
る。義足の特徴は、指の形や足の太さが 100 人いれば 100 人すべて違うため、一人ひとり
をカスタマイズするということがある。そのためフィードバックは必ず行われ、「機能的価
値」のみならず患者さんの心も満足する「情緒的価値」まで改良が行われる。例えば、装
具の一つ一つには「○○県の××様」と書かれており、患者さんの顔を思い浮かべながら
改良をしている。欠落した部分が非常に複雑で難しいにもかかわらず、手の甲には血管が
浮いていたり、指に指紋があったり、毛も生えている、本物の皮膚と見分けがつかないレ
ベルまでフィードバックと価値提案のループが行われ、患者さんの「体と心」の満足に応
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えている。これは従業員の「ホスピタリティーが醸成」されていると言うことができる。
患者さんにとって装具は自分の体の一部であるため、「心」を満足させることが重要だとい
うことがわかった。ゆえに「機能的価値」に加えて「情緒的価値」を生み出していること
がわかった。 
 以上より、中村ブレイスは「機能的価値」のみならず「情緒的価値」まで価値提案をし
てフィードバックと価値提案のループが行われている。つまり顧客が期待している以上の
価値提案をし続けていることがわかった。従業員の「ホスピタリティーが醸成」されてい
るからこそ「情緒的価値」が提案できるのである。 
 
④経営理念と価値提案が、従業員個人の満足度につながるようにしているか 
 中村ブレイスの経営理念と価値提案は、従業員個人の満足度につなげている。以下に 2
つの理由を挙げ説明する。 
 第一に、一日でも早く装具が完成すれば困っている人が早く助かるため、従業員は積極
的に休日出勤をして装具の製造に取り組んでいることが挙げられる。休日は土日になって
おり社長が出社してはいけないと言っている。しかし従業員は出社している。なぜなら義
肢の製作は非常に時間がかかるが、一日でも早く仕上げることができれば、困っている方
が一日早く助かる。従業員はそのような思いで出社している。このことから、従業員個人
は「支える」という経営理念と整合した価値提案「支える」によって、経営理念が浸透し
個人の満足度につながっていることがわかった。 
 第二に、患者さんから感謝の手紙が多く送られてくるということが挙げられる。これは
患者さんからのフィードバックをしっかりと価値提案へ結びつけているからこそ感謝の手
紙を頂けるのである。感謝の手紙をもらった従業員は「支える」という経営理念と価値提
案を実行することによって、個人の満足度に結び付けていることは言うまでもない。 
 以上より、従業員は自発的に休日出勤を行い、患者さんに一日も早く装具を届けること
を実践している、あるいは患者さんから感謝の手紙を頂いていることから、従業員個人の
満足度につながっていることがわかった。つまり経営理念の「支える」が浸透し徹底され
ているということが明らかになった。 
  
51 
 
 
⑤小括 
 4 つのインタビュー項目について、以下に整理し説明する。 
 第一に、経営理念と価値提案は明確にしている。社名の「ブレイス」からもわかる通り
「支える」ことが中村ブレイスの哲学であった。また価値提案においては「機能的価値」
に加え「情緒的価値」も価値提案しており、それを可能にしている背景には従業員の「ホ
スピタリティーが醸成」されていることが明らかになった。 
 第二に、メディカルアート研究所を開設することによって、利害関係者に対し「期待以
上のことを提案」していることが明らかになった。加えて、見せる工場にすることによっ
て従業員の「ホスピタリティーを醸成」していることがわかった。 
 第三に、メディカルアート研究所によってリクエストが製品に反映されるループが構築
されていることがわかった。従業員の「ホスピタリティーが醸成」されているからこそ「情
緒的価値」が提案できるのである。 
 第四に、患者さんのことを第一に考え休日出勤することや、患者さんから感謝の手紙を
もらうことから、経営理念と価値提案が従業員個人の満足度につながっていることがわ
かった。従業員が自発的に考え行動することが継続されており、社是「Think」が徹底・
継続されていた。つまり、イノベーティブな組織が構築されていることがわかった。 
 
図表 5-3-1 中村ブレイスのインタビューの写真(37) 
 
(出所)筆者作成 
                                                     
(37) インタビューは 2018 年 8 月 7 日、中村ブレイス本社で行われた。 
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第四節 株式会社スノーピーク 
 本節では、オートキャンプと呼ばれる新しいライフスタイルの創造により大きな成長を
遂げている株式会社スノーピーク（以下、スノーピーク）を検証する。山井社長は「スノー
ピークでは目指すべき『真北の方角』を、ミッション・ステートメント『The Snow Peak Way』
（以下、スノーピークウェイ）と定めている。会社の根本に位置する経営理念であり、そ
の実現に向けて製品開発、ものづくり、販売を磨いてきた」(38)と述べている。以下にミッ
ション経営を実践してきたスノーピークの検証を行う。 
 
＜スノーピークの会社概要＞ 
商号 株式会社スノーピーク 
本社 新潟県三条市中野原 456 
設立 1958 年 7 月 
資本金 4 億 5,933 万円（2018 年 9 月末時点） 
売上高 99 億 1,003 万円（2017 年 12 月期） 
従業員数 322 名（2017 年 12 月末時点） 
代表者 代表取締役社長 山井太 
主たる事業 アウトドアライフスタイル用品の開発・製造・販売事業 
（出所）筆者作成：株式会社スノーピーク HPより 
＜スノーピークの企業理念＞ 
The Snow Peak Way（Mission Statement） 
私達スノーピークは、一人一人の個性が最も重要であると自覚し、 
同じ目標を共有する真の信頼で力を合わせ、 
自然指向のライフスタイルを提案し実現するリーディングカンパニーをつくり上げよう。 
私達は、常に変化し、革新を起こし、時代の流れを変えていきます。 
私達は、自らもユーザーであるという立場で考え、 
お互いが感動できるモノやサービスを提供します。 
私達は、私達に関わる全てのモノに良い影響を与えます。 
(出所)著者作成：株式会社スノーピーク HPより 
                                                     
(38) 山井太(2014)『スノーピーク「好きなことだけ！」を仕事にする経営』日経 BP 社,p10 
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＜スノーピークの沿革＞ 
1958 年 初代社長山井幸雄が金物問屋として、山井幸雄商店を創業 
1959 年 登山を趣味とする山井は当時の登山用品に不満を持ち、オリジナル登山用品を開発。全国に販
売を開始 
1963 年 「スノーピーク」を商標登録 
1964 年 有限会社山井商店を設立。法人組織化 
釣具ブランド「カープ」を商標登録し、フィッシング業界に参入。本格的アウトドアレジャー
のメーカーとして事業領域を拡大 
1976 年 自社工場を設立し、オリジナルブランド展開を行う商社から、メーカーへと変革 
1986 年 現社長である山井太が入社 
アウトドアをライフスタイルと捉え、スノーピークをオートキャンピングブランドとしてリ
ニューアル開始 
1988 年 オートキャンプ用品の本格的リリース。オートキャンピングのパイオニアメーカーとして、日
本のアウトドアシーンを革新 
1996 年 現社長である山井太が就任。同時に株式会社スノーピークに社名変更。 
新事業としてフライフィッシング事業に参入 
1998 年 キャンプイベント「Snow Peak Way」の開始 
2001 年 ヨーロッパへ輸出を開始し、韓国をはじめアジア市場へ本格参入 
2003 年 福岡・大宰府と東京・晴海にスノーピーク初の直営店『Snow Peak Store』を出店 
以降、全国各地に、直営店『Snow Peak Store』の出店を加速 
2011 年 キャンプ場を併設した店舗・工場・オフィスが一体となった「Headquarters」へと移転 
2014 年 東京証券取引所マザーズへ上場 
2015 年 東京証券取引所第一部に市場変更 
（出所）著者作成：株式会社スノーピーク HPより 
 
①経営理念と価値提案を明確しているか 
 スノーピークは、経営理念と価値提案ともに明確にしている。 
 まず、経営理念としてスノーピークウェイを明確に掲げている。山井社長は「スノーピー
クの従業員一人ひとりが真北の方角へ向かうために最も大切にしていること、それは私た
ちのミッションである“スノーピークウェイ”の実現です」(39)と述べている。スノーピー
クの「真北の方角」を一言で表現すると、それは「ユーザーの笑顔」である。1989 年に作
成されたスノーピークウェイは、役員や経営幹部に加えて従業員全員が参加し、5 年間か
けて作成したという。一人ひとりの個性が最も重要であることを大前提として挙げた上で、
自らがユーザーになることで、お互いが感動できるモノやサービスを提供するという内容
である。高い目標である理念、すなわち「ミッション」を掲げることは大事だが、1989 年
に制定したスノーピークウェイが浸透するまで 15 年間かかったという。つまり、しっかり
とした経営理念をつくることはもちろん重要だが、経営理念を浸透および継続・徹底する
ことの方がより重要であることを意味している。ではどのようにスノーピークウェイを浸
                                                     
(39) 株式会社スノーピーク HP より 
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透させているのだろう。日々の業務において、スノーピークウェイにかなっていないこと
が多々起りうるが、その際、現場の従業員がこれはスノーピークウェイにかなっているか、
すなわちスノーピークがやるべきことかどうかを判断する基準になる物差しとしても使う
ことによって浸透を図ったのである。多くの会社にも企業理念がある。しかし、企業理念
が当たり前になり過ぎている企業が少なくない。このような企業が多い中、スノーピーク
が実践しているように常に従業員がスノーピークウェイに照らし合わせて判断する。これ
を繰り返すことによって、経営理念は浸透し継続・徹底できることがわかった。 
 次に、価値提案についてスノーピークは主に 2 つを挙げている。 
 第一に、「人間と自然が豊かに触れあえるライフスタイル」を価値提案している。事業の
目的は、自然指向のライフスタイルを提案し実現することとし、徹底的にユーザーの立場
に立ったプロダクツやサービスを提供していくことを目指している。 
 第二に、感動できるモノやサービスを価値提案している。スノーピークウェイに明確に
掲げられているように、従業員も自らがユーザーであるという立場で考え、「お互いが感動
できるモノやサービス」を提供するとしている。ここでいう「感動できるモノやサービス」
とは、ユーザーが期待しているレベルを超えることが感動であると捉えることができる。
とはいえ、ユーザーが期待しているレベルは、常に変化し把握することが難しい。スノー
ピークはユーザーの期待しているレベルを直接的に肌で理解するために、キャンプイベン
トである「Snow Peak Way」を立ち上げたと考えられる。これについては次の②で詳細に
説明する。 
 
②利害関係者を身近に感じる機会を設けているか 
 利害関係者を身近に感じる機会は、主に 3 つ設けている。 
 第一に、「Snow Peak Way」の開催がある。顧客とスノーピークの従業員が一緒にキャ
ンプを楽しむイベントで、スノーピークの魅力、目指す方向を直接伝えるため、ミッショ
ン・ステートメントと同じ名称にしている(40)。 
 ユーザーのニーズに対し直接耳を傾けることが目的で、1998 年からはじまったイベント
である。スノーピークが素晴らしいのは、従業員からの発案によって「Snow Peak Way」
がはじまったことである。「Snow Peak Way」は、ユーザーと従業員がたき火を囲んでふ
                                                     
(40) 山井太(2014)『スノーピーク「好きなことだけ！」を仕事にする経営』日経 BP 社,p30 
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れあうことによって、利害関係者から直接、製品やサービスに対する不満や要望を聞き出
す貴重な機会になっている。従業員はこうした体験を通じてスノーピークは実際に「顧客
を幸せにしている会社だ」と実感できることに加えて、「スノーピークという会社が愛され
顧客に支えられている」ことも理解できる。こうして「真の顧客は誰か」がイベントを通
して明確になるのである。 
 第二に、「スノーピーク・クラブ」がある。利害関係者との距離を近くするもう一つの工
夫として、インターネットを活用している。 
 キャンプイベントである「Snow Peak Way」は直接、ユーザーと話すことができる。し
かし、物理的な制限があることに加えて、毎日開催できるわけではない。それに対し、日
常的に顧客とコミュニケーションを深めるための方法はないだろうかという視点から立ち
上げられたのが、SNS(交流サイト)の「スノーピーク・クラブ」(41)である。「スノーピーク・
クラブ」は、インターネット経由で登録すれば、誰でも自由に参加できる。例えば「アウ
トドア料理レシピ」や「おすすめキャンプ場」などアウトドアに関するトピックを自らエ
ントリーできることに加えて、他の顧客のトピックを自由に閲覧し書き込むことができる。
また「この製品とこの製品のどちらを買おうか迷っているが、この場合はどちらがよいか」
という質問に対しては「自分の場合はこうだった」という投稿が次々に集まる。このよう
に「スノーピーク・クラブ」を通じて、顧客同士が自発的に「同じスノーピークユーザー」
としてつながっていく。これまで 3 万 6000(2014 年 3 月時点)のトピックがあり、活発な意
見交換が行われている(42)。 
 第三に、「スノーピーク・ストア」がある。「スノーピーク・ストア」は直営とインショッ
プを合わせて約 60 店を展開しており、従業員が店長を務め、スノーピークの全アイテムを
手に入れることができるストアである。 
 「スノーピーク・ストア」をはじめるきっかけになったのが、第一回「Snow Peak Way」
である。参加者のほとんどが声をそろえて「スノーピークの製品の品質には満足している
が、品ぞろえのよい店がなく、欲しいものが手に入らない」ということだった。山井社長
にとってこの指摘は、強烈なフィードバックだったという。とはいえ、フィードバックを
くれたのがユーザーである以上、何を言われてもその言葉が正しければ、売り上げは伸び
                                                     
(41) スノーピーク・クラブ：https://www.snowpeak.co.jp/ (2015.3.31 に閉鎖。現在は Facebook「スノーピー
ク・コミュニティ」https://www.facebook.com/SnowPeakJapan/へ移行し運用されている) 
(42) 山井太(2014)『スノーピーク「好きなことだけ！」を仕事にする経営』日経 BP 社,p41 
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ていくはずである。実際、製品を扱う店は約 1,000 店舗から約 250 店舗に減少したが、売
上高は増加していったという。 
 以上より、スノーピークの利害関係者を身近に感じる機会は「Snow Peak Way」、「スノー
ピーク・クラブ」、「スノーピーク・ストア」の 3 つがあり、それらの機会が相互に関係し
合うことで、フィードバックを充実させている。それによって「情緒的な価値」を提案す
るきっかけができ、利害関係者に対し「期待以上の価値提案」を実現している。加えて、
「ミッション・ステートメント」と「キャンプイベント」を「Snow Peak Way」という同
じネーミングにすることによって、インターナルマーケティング(43)を有効にし、従業員の
ホスピタリティーを醸成していることがわかった。 
 
③価値提案をした後、利害関係者からフィードバックされる仕組みを作り、それをループ
させているか 
 スノーピークは前に述べた 3 つの身近に感じる機会すべてにおいて、フィードバックさ
れる仕組みを構築している。 
 直接フィードバックされる仕組みとして、「Snow Peak Way」と「スノーピーク・スト
ア」の 2 つがある。これらは利害関係者から直接フィードバックがあるため、フィードバッ
クの課題は重く受け止める必要がある。しかし、物理的な制限などがあるため、機会は限
られてしまう。 
 この制限を解決したのが、インターネットを通してフィードバックされる仕組みの「ス
ノーピーク・クラブ」である。こちらは毎日、活発な情報交換がなされ、フィードバック
が行われている。 
 以上より、スノーピークのフィードバックは、直接とインターネットを組み合わせるこ
とによって、充実させていることがわかった。これによって利害関係者に対し、「期待以上
の価値提案」を実現している。 
  
                                                     
(43) インターナルマーケティングとは、顧客満足を与えるような教育と動機付けを従業員に対して与えること
である。 
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④経営理念と価値提案が、従業員個人の満足度につながるようにしているか 
 スノーピークの経営理念と価値提案は、従業員個人の満足度につながっている。以下に
理由を 3 つ挙げ、説明する。 
 第一に、経営理念である「スノーピークウェイ」は、従業員が全員参加でつくったため、
従業員個人の満足度につながっている。 
 第二に、山井社長が「スノーピークウェイ」を 100%信用しているため、従業員も「ス
ノーピークウェイ」を信用している。それゆえ満足度につながっている。 
 第三に、「スノーピークウェイ」をすべての判断基準として、成功を実現し続けているた
め、従業員個人の満足度につながっている。 
 以上 3 つの理由から、経営理念と価値提案が、従業員個人の満足度につながっているこ
とがわかった。参考として、山井社長は「人材の採用基準は、キャンプが好きで、スノー
ピークの経営理念が好きなことです。したがって、毎年決まった人数を採用することはせ
ず、採用基準を満たしている人がいるときに随時採用する」と述べていた。 
 
⑤小括 
 4 つのインタビュー項目について、以下に整理し説明する。 
 第一に、スノーピークは経営理念として「スノーピークウェイ」を明確に掲げている。
価値提案についても「人間と自然が豊かに触れあえるライフスタイル」と「感動できるモ
ノやサービス」の 2 つを明確に提案している。 
 第二に、利害関係者を身近に感じる機会として「Snow Peak Way」、「スノーピーク・ク
ラブ」、「スノーピーク・ストア」の 3 つを設けている。これらの 3 つが相乗効果を生み出
し、「従業員のホスピタリティー」を醸成している。 
 第三に、これら 3 つの利害関係者を身近に感じる機会が相互に関係することによって、
直接とインターネットを通したフィードバックの仕組みが充実されている。これによって
利害関係者に対し、「情緒的な価値」を提案するきっかけをつくり、「期待以上の価値提案」
を実現している。 
 第四に、経営理念である「スノーピークウェイ」は従業員全員でつくったことに加えて、
率先して山井社長が 100%信用している。その「スノーピークウェイ」をすべての判断基
準として成功を実現し続けているため、従業員個人の満足度につなげている。これによっ
て「従業員のホスピタリティー」が醸成されていることがわかった。 
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図表 5-4-1 スノーピークのインタビューの写真(44) 
 
(出所)筆者作成 
 
第五節 小括 
 本節では、これまでの事例研究で明らかになった結果を 4 つに整理し、以下に説明する。 
 第一に、経営理念と価値提案についてすべての対象企業が明確にしていた。また、すべ
ての経営者から経営理念の内容が重要であるという指摘は見られなかった。 
 しかし、スノーピークは経営理念の作成について、最終的に従業員全員が参加すること
に拘り、5 年間かけて作成した。したがって、必ずしも経営理念の内容が重要でないとは
説明できない。ただし、すべての対象企業の経営理念は、素晴らしい内容であることは言
うまでもない。 
 一方で、内容か浸透のどちらの方が重要であるかという点については、全ての対象企業
が浸透させることに常にエネルギーを使っていることから、浸透の方が重要であるという
ことができる。 
 第二に、利害関係者を身近に感じる機会・場を設けているかについて、すべての対象企
業が複数、設けていた。そして、それらの特徴は 2 つあった。 
 一つ目は、従業員が全員参加で特別な機会・場を設けていることであった。伊那食品工
業の「かんてんぱぱ祭」は年に一回、スノーピークの「Snow Peak Way」は年に数回しか
                                                     
(44) インタビューは 2018 年 11 月 3 日スノーピーク本社にて、長谷川ゼミ M2 の川村氏と筆者を含む計 2 名で
行われた。 
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開催されない。しかし、その日は従業員全員が全国から集まり、最も重要なイベントの位
置づけになっていた。物理的な距離から、開催できる回数は限定される。つまり、インター
ネットや見せる工場へ視察に来る訪問者をほとんど毎日、身近に感じるだけでは得られな
いものがある。リアルに従業員全員が集まって利害関係者を身近に感じることは、経営理
念の浸透および継続・徹底するための「トリガー」となっていると言える。言い換えると、
経営理念の浸透および継続・徹底するための「トリガー」をつくるためには、従業員全員
参加で身近に感じる機会・場を設けることが要件となると言える。 
 二つ目は、これらを補完するためにインターネットを通じて身近に感じる機会・場をつ
くっていたことや、見せる工場にして積極的に訪問者を受け入れていたことがある。これ
らは、機会が増えるという視点では良いかもしれない。しかし、経営理念を浸透させると
いう視点でみれば、従業員全員が一緒に参加する機会の方が有効である。見せる工場にし
ている点については、「従業員のホスピタリティーを醸成」するためには有効であるといえ
る。 
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 図表 5-5-1 は、事例研究において利害関係者を身近に感じる機会・場を整理した表であ
る。 
図表 5-5-1 身近に感じる機会・場のまとめと期待される効果 
 
(出所)筆者作成 
 
 第三に、価値提案をした後、利害関係者からフィードバックされる仕組みをつくり、そ
れをループさせているかについて、すべての対象企業がフィードバックの仕組みをつくり
ループさせていた。そして、それらの特徴は 2 つあった。 
 一つ目は、従業員全員が直接フィードバックを得られる仕組みになっていることによっ
て、利害関係者に対し「期待以上の価値」を提供できることである。一般的にはフィード
バックの仕組みがあったとしても、営業部門やマーケティング部門を通じて間接的に
フィードバックされる。これに対し理念経営を実践されている対象企業は、直接フィード
バックされる仕組みが構築されていることが明らかになった。例えば、伊那食品工業の「か
んてんぱぱ祭」やスノーピークの「Snow Peak Way」は従業員全員が参加する特別なイベ
ントを設けているため利害関係者から直接、全員がフィードバックを得ることができる事
例である。 
 二つ目は、フィードバックがループすることによって、「機能的価値」に加えて「情緒的
価値」を創造していることがある。例えば、中村ブレイスの装具は患者さんの体の一部で
あるため「体」と「心」の両方を満足させることが重要になる。つまり「心」を満足させ
る価値を提案することが「情緒的価値」の提案につながっていると言える。 
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 図表 5-5-2 は、フィードバックがループする仕組みを整理した表である。 
 
図表 5-5-2 フィードバックがループする仕組みのまとめと期待される効果 
 
(出所)筆者作成 
 
 第四に、経営理念と価値提案が、従業員個人の満足度につながるようにしているかにつ
いて、すべての対象企業が従業員個人の満足度につなげていた。そして、それらの特徴は
2 つあった。 
 一つ目は、従業員が「自発的に活発に行動している」ことがあった。自発的に行動する
ことこそが満足度につながっているということができる。例えば、伊那食品工業はガーデ
ンの手入れは毎日行っているが、誰がいつどこを担当するなど決まりは一切ないという。
すべて従業員が自発的に行っているのである。また中村ブレイスは、困っている患者さん
を一日も早く助けるために、休日を返上し作業に当たっている。中村社長が休日は仕事を
してはいけないと指示しているにもかかわらず、従業員が自発的に行動している。これこ
そが満足度につながっていることであり、「イノベーティブな組織」であると言うことがで
きる。 
 二つ目は、対象企業すべての経営者が共通していたことは「従業員の満足」ではなく「従
業員の幸せ」につなげようと真摯に努力していたことである。言葉の違いかもしれないが、
経営理念を浸透させる上では大きな違いとなることが明らかになった。 
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 図表 5-5-3 は、経営理念と価値提案が従業員個人の満足度につながっているかについて
整理した表である。 
 
図表 5-5-3 従業員個人の満足度のまとめと期待される効果 
 
(出所)筆者作成 
 以上の 4 つが本稿における結果である。 
 
 仮説の考察および修正 第６章
 本章では事例研究の結果を基に、仮説に対する検証を行う。 
 
第一節 仮説の考察 
 先ずは、あらためて初期仮説を確認する。 
仮説：以下の STEP で経営理念を浸透および継続・徹底することができる。 
STEP1：経営理念と価値提案を明確にする 
STEP2：利害関係者を身近に感じる機会を設ける 
STEP3：価値提案をした後、利害関係者からフィードバックされる仕組みを作り、それを
ループさせる 
STEP4：経営理念と価値提案が、従業員個人の満足度につながるようにする 
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 次に、STEP1 から順に仮説の検証を行う。 
① 仮説 STEP1：経営理念と価値提案を明確にする 
 STEP1 について、すべての対象企業が経営理念と価値提案を明確にしていたことから、
STEP1 は支持されたと言える。 
 本稿のリサーチクエスチョンである「しっかりとした経営理念をつくることよりも、浸
透および継続・徹底することの方が重要ではないか」に対しては、すべての対象企業の経
営者は経営理念の浸透の方が重要であるという考えを示していた。 
 これは Collins&Porras(1995)の先行研究が主張する「企業がどこまで理念を貫き通して
いるかの方が、理念の内容よりも重要である」という内容と整合している。また、
Barnard(1968)や清水(1996)の先行研究が主張する「経営理念の浸透が従業員の行動に大き
な影響を及ぼしており、企業変革のためには、経営理念の浸透が何よりも不可欠である」
という内容とも整合している。したがって、本研究の立脚点が事例研究においても確認さ
れたと言える。 
 一方で、経営理念をつくるプロセスは重要であると捉え、経営理念をつくるプロセスに
拘りを示した対象企業があった。例えば、スノーピークの経営理念は最終的に従業員全員
が作成に参加し、5 年間かけて作り上げた。また沢根スプリングは、創業してから 15 年か
けて、試行錯誤の上、全員参加で作成した。これらのことから、経営理念は内容よりも浸
透の方が重要であることは明らかになったことに加えて、経営理念の内容をつくるプロセ
スについてはじっくり時間をかけて従業員全員参加でつくることの重要性が明らかになっ
た。 
 従業員全員が参加して経営理念をつくる目的は 2 つある。 
 一つ目は、経営理念の内容を充実させるために従業員全員で議論することがある。 
 二つ目は、経営理念をつくる時から、浸透を意識させるために従業員全員が参加するこ
とがある。 
 これら 2 つの目的はともに重要であるが、先行研究から「経営理念は内容よりも浸透の
方が重要である」という見解が得られている。そのため、従業員全員参加の目的は、経営
理念の浸透を円滑にするためのアプローチだと理解することができる。 
 以上より、STEP1 は支持されたといえる。加えて、経営理念の浸透を円滑にするための
アプローチとして、従業員全員参加で経営理念を作成することは効果的であることが明ら
かになった。 
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② 仮説 STEP2：利害関係者を身近に感じる機会を設ける 
 STEP2 について、すべての対象企業が利害関係者を身近に感じる機会を設けていること
から、STEP2 は支持されたと言える。 
 STEP2 が支持されたことによって明らかになったことは 2 つある。 
 第一に、利害関係者を身近に感じる機会は従業員全員参加タイプを設けた方が、経営理
念の浸透には有効である。理由は、従業員全員が身近に感じる機会へ一緒に参加すること
によって、価値提案をするだけでなく経営理念の浸透を図りやすくなるためである。ほと
んどの企業が行っている利害関係者を身近に感じる機会は、営業部門やマーケティング部
門に関係する人だけに機会がある。しかし、事例研究から明らかになったのは、製造部門
や経理部門など利害関係者と接する機会が少ない人たちが、利害関係者と接することを目
的として従業員全員参加の身近に感じる機会が設けられていることであった。特に製造部
門の従業員は利害関係者を身近に感じる機会は少ないため、経営理念の浸透を図るために
は従業員全員参加の機会をつくることが有効である。例えば、事例研究におけるスノーピー
クの「Snow Peak Way」や伊那食品工業の「かんてんぱぱ祭」は従業員全員参加で行われ
ている。 
 加えて、インターネットやリアル店舗から毎日、身近に感じる機会を設けているため、
バランスが重要である。 
 第二に、利害関係者を身近に感じる機会を設けることは、経営理念の浸透の「トリガー」
になっていることが明らかになった。顧客満足と従業員満足を両立しながら経営理念を浸
透させるためには、利害関係者を身近に感じる機会を設けることが第一歩となる。 
 これは長谷川(2018)が先行研究で主張している「経営理念が浸透することによって顧客
満足と従業員満足が両立する効果がある」という内容と整合し、利害関係者を身近に感じ
る機会が経営理念の浸透の「トリガー」になっていると理解できる。 
 以上より、STEP2 は支持されたといえる。加えて、利害関係者を身近に感じる機会は従
業員全員参加で行うことは有効であることが明らかになった。さらに、利害関係者を身近
に感じる機会は経営理念の浸透のための「トリガー」になっていることが確認された。 
 
③ 仮説 STEP3：価値提案をした後、利害関係者からフィードバックされる仕組みを作り、
それをループさせる 
 STEP3 について、すべての対象企業が利害関係者からフィードバックされる仕組みをつ
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くり、ループさせていることから、STEP3 は支持されたと言える。 
 STEP3 が支持されたことによって明らかになったことは 2 つある。 
 第一に「期待以上の価値」を提案していることがある。フィードバックは営業部門やマー
ケティング部門を通さないため、利害関係者のニーズや要望を現場の従業員が直接聞くこ
とができる。それゆえ、利害関係者の立場になって再提案できるため「期待以上の価値」
を提案できる。 
 第二に「機能的価値」に加えて「情緒的価値」と提案していることがある。例えば、中
村ブレイスはメディカルアート研究所を設置することによって患者さんの「体」と「心」
の両方を満足させることで「情緒的価値」を提案することに成功している。スノーピーク
の「Snow Peak Way」は、従業員と利害関係者が一緒にキャンプをすることによって、従
業員が利害関係者の立場になって感じることができ「情緒的価値」の提案につなげている。 
 以上より、STEP3 は支持されたと言える。加えて、従業員が利害関係者の立場になって
感じる仕組みがあることによって、「情緒的価値」につながる「期待以上の価値」を提案し
ていることが明らかになった。 
 
④ 仮説 STEP4：経営理念と価値提案が、従業員個人の満足度につながるようにする 
 STEP4 について、すべての対象企業が経営理念と価値提案を従業員個人の満足度につな
げていたことから、STEP4 は支持されたと言える。 
 STEP4 が支持されたことによって、明らかになったことは 2 つある。 
 第一に従業員が「自発的に行動している」ことがある。満足度につながっていなければ、
自発的に行動することはない。例えば、伊那食品工業はガーデンの手入れは毎日行ってい
るが、誰がいつどこを担当するかなどは決まっていない。全て従業員が自発的に行ってい
る。「経営理念が従業員個人の満足度につながっていること」が「経営理念が浸透している」
ことになる。言い換えると、経営理念が従業員個人の満足度につながっていなければ経営
理念が浸透することはない。つまり、経営理念が従業員個人の満足度につながっているか
どうかが、経営理念の浸透を問う「試金石」になっている。それゆえ、満足度に繋がって
いるかどうかが、経営理念を浸透させる上で最も重要であることが明らかになった。 
 第二に従業員個人の満足度は「幸せ」まで意識されていたことである。経営理念を浸透
させ、イノベーティブな組織をつくるためには、対象企業の経営者は従業員の「幸せ」と
いう言葉を多く使っていた。従業員を含む利害関係者すべてが幸せになることが、イノベー
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ティブな組織を生み、生産性の向上をもたらす文化へとつながることが明らかになった。 
 以上より、STEP4 は支持された。加えて、経営理念が個人の満足度に繋がっていること
が経営理念を浸透できるかどうかの「試金石」であることが明らかになった。さらに「満
足度」に収まることはなく、経営者は利害関係者すべての「幸せ」まで意識することの必
要性が確認できた。 
 以上が、仮説の STEP1 から STEP4 の検証と考察である。 
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第二節 仮説の修正 
 本節では、仮説の考察を基に初期仮説の修正を行い、修正仮説を提示する。 
 修正点は、A から F までの 6 項目である。図表 6-2-1 は、修正仮説のフレームである。
図表 4-2-1 の初期仮説と比較しながら、以下に説明する。(赤字が修正箇所である) 
 
図表 6-2-1 経営理念の浸透および継続・徹底を実現するフレーム(修正仮説) 
 
(出所)筆者作成 
修正仮説：以下の STEP で経営理念を浸透および継続・徹底することができる。 
STEP1：経営理念と価値提案を明確にする。全員参加で作れば、さらに有効である。 
STEP2：利害関係者を身近に感じる機会を設け、トリガーにする。最も重要な STEP。全
員で参加できる機会があれば、さらに有効である。 
STEP3：価値提案をした後、利害関係者からフィードバックされる仕組みを作り、それが
ループするようにする。家族と地域社会を巻き込んで、従業員のホスピタリ
ティーを醸成する。加えて情緒的価値につながる期待以上の価値を提案する。 
STEP4：経営理念と価値提案が、従業員個人の満足度、さらに幸せにつながるようにする。
これが経営理念の浸透における試金石となる。 
 以上が修正仮説である。 
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 結論と提言 第７章
 本章では、本稿の結論を示すことに加え、中小企業の経営者に対して実践的で役立つ提
言を行う。さらに本研究の限界を述べ、今後の課題を提示する。 
 
第一節 結論 
 結論を述べる前にあらためて本稿の目的を確認する。 
 本稿の目的は、どうしたら経営理念の浸透および継続・徹底させるかを明らかにするこ
とである。 
 本稿の結論として、経営理念の浸透および継続・徹底させるための STEP を明らかにし
た。以下に整理し、結論を述べる。 
 STEP1 においては、経営理念と価値提案を明確にする。これらは全員参加でつくるとさ
らに有効である。 
 STEP2 においては、利害関係者を身近に感じる機会を設け「トリガー」にする。最も重
要な STEP である。全員で参加できる機会があれば、さらに有効である。 
 STEP3 においては、価値提案に対し利害関係者からフィードバックされる仕組みを作り
ループさせる。その際、家族と地域社会を巻き込んで、従業員のホスピタリティーを醸成
し、情緒的価値につながる期待以上の価値を提案する。 
 STEP4 においては、経営理念と価値提案が従業員個人の満足度、さらに幸せにつながる
ようにする。これが経営理念の浸透における試金石となる。 
 この STEP を踏めば、経営理念の浸透および継続・徹底できることが明らかになった。 
 以上が本稿の結論である。 
 
第二節 中小企業の経営者に対する提言 
 本節では、生産性の向上が課題といわれている中小企業に対し、経営理念を浸透させ継
続・徹底することによってイノベーティブな組織をつくり、生産性向上をもたらす文化を
構築していくためには、どのように STEP を実現すればよいかを提言する。 
 実現するにあたり、3 つのポイントを挙げる。 
 まずは、STEP2 の利害関係者を身近に感じる機会を設け「トリガー」にすることである。 
 営業部門やマーケティング部門などを通じて間接的に利害関係者と接するよりも、製造
部門や経理部門の人が直接身近に感じた方が、利害関係者の期待が明確に見えてくる。こ
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れが経営理念を浸透させ、生産性向上をもたらす企業文化をつくるための「トリガー」と
なるからである。従業員全員参加が難しいようであれば、できる限り利害関係者と接する
機会が少ない部門の人に対し、利害関係者を身近に感じる機会を作ることである。 
 次に、STEP2 における利害関係者は、顧客や取引先のみならず従業員の家族、地域社会
を利害関係者の範囲として意識し、それらに関わる人たち全員の満足度につながる期待以
上の提案をすることである。地域社会や家族に支持されてこそ企業が永続できるためであ
る。 
 最後に、従業員個人の「満足度」につながるだけでなく「幸せ」につなげることである。
これが経営理念を浸透させ継続・徹底できるかの試金石となっているためである。 
 これら 3 つのポイントを意識し、経営理念の浸透および継続・徹底させることができれ
ば、イノベーティブな組織ができ、生産性向上をもたらす文化が構築できると提言したい。
この提言が日本の中小企業、特に生産性の向上が課題と言われている製造業企業の競争力
強化を促進するきっかけとなれば幸いである。 
 
第三節 今後の課題 
 本稿では、経営理念の浸透および継続・徹底について焦点を当て、生産性向上をもたら
す企業文化に関する研究を行った。その中で、論理的説明、研究方法、実践の 3 つの観点
から限界があった。 
 第一に、経営理念と価値提案が、従業員個人の満足度と幸せにつながっていることが経
営理念を浸透させられるかどうかの試金石になることは指摘できたが、具体的にどうやっ
て満足度や幸せにつなげていくのかの論理的説明が不十分であった点である。 
 第二に、定量的な分析が不十分だった点である。本稿ではセミ・ストラクチャード方式
のインタビュー調査であったため柔軟に調査できた点は良かったが、何らかの基準で経営
理念の浸透を測量する方法を検討すれば、より企業行動を経営学的に考察できた可能性が
ある。 
 第三に、中小企業における理念経営の重要性について、認識が不足している点である。
経営理念の浸透および継続・徹底する STEP については明らかにしたが、理念経営の重要
性についてさらに提言をしていくことである。 
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 自社での実践 第８章
 本章では、自社において経営理念の浸透および継続・徹底をするために、具体的な実践
内容と実行スケジュールを説明する。これを必ず実践し、自社がイノベーティブな組織に
なり飛躍的な生産性の向上を実現することを目指していく。 
 
第一節 具体的な実践内容 
 本稿において「経営理念の浸透および継続・徹底」の重要性について研究してきた。こ
の結果から弊社が今後、イノベーティブな組織をつくり飛躍的な生産性向上を目指すには
「経営理念の浸透および継続・徹底」が有効であることは当然である。 
 弊社の現状を見ると、昨年の 5 月に新工場を建設し移転をした。また筆者自身、経営者
として 20 年が経った。さらに WBS および長谷川教授から御指導を頂き、3 月には経営管
理修士を修了しようとしている。新工場の建設と MBA の経験によって弊社は、今のとこ
ろ順調な成長フェーズに進んでいる。これから 3 年後、5 年後を見据えた持続的な成長を
していく上で、理念経営戦略は重要な戦略になるはずである。では、弊社にとって理念経
営戦略を進めていく上で具体的にどうすればよいか。本研究の成果と自社の現状を踏まえ
て、自社での実践内容を以下に述べる。 
 実践する内容は主に 3 つある。 
 先ず、経営理念、ビジョン、ミッションを自社の経営幹部とともに見直すことを第一歩
としたい。経営理念は簡単に変わるものではないと考えているが、企業が転換を迎える時
期においては、見直すことは企業にとって有効であると考えている。また、弊社を取り巻
く環境や時代も変わり、特に会社全体の生産額よりも一人当たりの生産性が重要となる局
面においては、一人ひとりのパフォーマンスを最大化することが重要になってくる。加え
て、経営者である筆者の価値観にも変化があったため、経営理念を見直す時期としては最
適であると考える。 
 次に、経営幹部の共同作業でつくった経営理念を揺るぎない信条として完成させること
である。弊社は今後も、良い時もあれば悪い時もある。良い時は謙虚になり、いつも経営
理念に沿っているかを見つめてみる。一方、悪い時は、目先の利益ばかり追いすぎて、経
営理念に沿っていないのではないかと反省する。どんな状況でも迷った時、経営理念に立
ち返れば自ずと進むべき道が開け、自然と正しい方向へ導いてくれる経営理念を信条とし
て作り上げていくことが大切である。仮に多少の時間がかかったとしても、経営幹部で何
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度も話し合いを重ね、揺るぎない経営理念を完成させる。 
 最後に、本研究を通じて得られた結果は、「経営理念の浸透および継続・徹底」の重要性
とそれを実現するための STEP である。経営理念を見直すことも、揺るぎないものにする
ことももちろん大事であるが、最も大事なのは、弊社独自の経営理念を従業員全員に理解
してもらい、全員にしっかりと浸透させることである。そのためには、経営者である私自
身が経営理念を 100%信用し、どんな時でも経営理念に沿った判断、意思決定を続けてい
くことが重要であると考えている。また、本研究で得られた「経営理念の浸透および継続・
徹底させるための STEP」が有効であることは言うまでもない。それゆえ、「経営理念の浸
透および継続・徹底」させることが企業の持続的な成長に必要な要素であることを肝に銘
じて、理念経営戦略を実践し、世界一の射出成形機ノズルメーカーを目指し努力していく
所存である。 
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第二節 実行スケジュール 
 本節では、自社において「経営理念の浸透および継続・徹底」を実現するためのスケジュー
ルを提示する。 
 以下に提示したスケジュールを遂行することによって、「経営理念の浸透および継続・徹
底」を実現し、さらにイノベーティブな組織をつくり上げ、飛躍的な生産性の向上を目指
していくことを宣言する。これをもって本稿の結びとする。 
 
図表 8-2-1経営理念を浸透させるための具体的な遂行手段とスケジュール 
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